






“ CHROが描くJSRの未来” 人的資本強化と組織の創造力向上

企業の持続的成長を支える基盤

上席執行役員
サステナビリティ推進、グローバル人事（CHRO）、
ダイバーシティ推進 担当
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CHROメッセージ

CHROの使命

私は2024年3月に JSR の顧問として参画し、6月に

CHRO（最高人事責任者）に就任しました。数学科を卒業

後ソフトウェアエンジニア、営業、ビジネスディベロップメ

ントと通信に関する研究所、IT 企業、半導体チップ企業

で働き、前職はシミュレーションソフトを扱う上場企業の

代表取締役社長執行役員を務めておりました。30年以上

前にシリコンバレーに渡り米国滞在は20年以上になりま

すが、英語に苦戦しながらも、世界トップレベルの知性と

触れ合う中で、技術における競争の激しさやIT 産業を取

り巻く変化の速い厳しいビジネス環境を経験し、いつな

んどきにおいても、現場に根づく実力が必要とされること

しかし、企業文化は人によって形成されるため、JSRが培っ

てきた文化や強みを大切にしつつ変化すべき点を見出し

ていくことがレジリエンスを高め、企業競争力の源泉とな

ると考えています。

急速に変化する外部環境の中で、必要となる人財ポー

トフォリオを明確にし、社員一人ひとりが JSRで働く誇り

を持つと同時に競争力を高めていける環境をつくること

が重要です。居心地の良さとは「楽さ」ではなく、会社と

社員の相互貢献の中で生まれるやりがいであり、やりが

いを感じる職場づくりそしてその持続は高度な経営課題

です。営業や技術職など、お客様の最前線に立つ人々は

日々変化に対応し、成果を上げています。それに呼応した

現場の実態に基づく人事施策を設計・実装し、人的資本

価値の向上と企業競争力の強化に結び付けていきます。

尖った人財と共磨の文化

堀社長が語る「尖った人財」は、今のJSRに必要な大切

なテーマです。尖った人財を活かせるか否かは企業の成

功を左右する重要な要因です。また、「尖った人財」を最

大限に引き出し、成果につなげるために、全社員が互いに

「共磨（キョウマ）」※1する文化が大切と考えています。切

磋琢磨よりももっと強く互いに磨きあうことで尖る。すな

わち意見対立・コンフリクトを恐れず、むしろ積極的に意

を痛感してきました。

社長をしていた時にある経済界の方からインド人の女

性経営者（製造メーカーの CEO）を紹介されました。なん

とその方は Mahatma Gandhi の曾孫さんだったのです

が。経営をするにあたり助言を受けた際の彼女の言葉は、

私の胸に深く刺さりました。「企業はすべて人財で成り立っ

ている。良い経営をしたいなら事業戦略を理解でき、信

頼のおけるCHRO をまずは見つけるべき」。彼女の会社

の CHRO は、彼女と常に行動を共にしながら、その視点

やメッセージを深く理解し、人財戦略に活かすという姿勢

を貫いていました。まさに、経営に寄り添うCHRO の在

り方を体現しており、大きな示唆を得ました。2024年に

社長職を退任したタイミングで JSR から「CEO 経験者の

CHROを探している」というお話をいただき、縁を感じて

参画を決めました。

事業変革と人財戦略

もともとJSR は合成ゴムのメーカーでしたが、現在は

半導体やディスプレイといった最先端分野のお客様へ素

材や製品を集中的に提供しています。当社の主力である

リソグラフィー材料は AI やデータセンター需要の高まり

を受け、世界トップシェアを誇っています。こうした事業

変革に伴い、人財戦略も同様に変えていく必要があります。

安江 令子

詳細は、サステナビリティサイトをご参照ください。
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見を戦わせることでより創造的な解決策を見出していく

文化の醸成です。突出した才能を持つ人財を斥けず、イン

クルージョンを実現し、多様な人財が互いを認め合い一体

となって製品化まで導く、その力が JSR の強みです。その

ため、社員一人ひとりの成長を支える教育施策に力を入

れており、国内外における研究施設や大学院での学びなど、

挑戦したい方々へやりがいのあるプログラムを展開してい

ます。教育への投資は惜しまず、今後も継続していきます。

グローバル展開と多様性

JSRはグローバルに拠点・顧客を持つ企業であり、国籍

やキャリア背景にかかわらず多様な人財が活躍していま

す。英語でのプレゼンも日常業務の一部となっており、文

化的な壁も感じさせません。海外顧客との交渉、海外グ

ループ会社と日々のやりとりの中で、多様性は日常の一部

であり、社員の視野を広げ、多様な考え方を育んでいます。

その中で、さらに世界における競争力を上げるために、堀

社長の掲げるグローバルにおけるジョブグレーディング

の整備も、人財開発部として今後の重要な施策と考えて

います。プロフェッショナルな人財が最も活躍できる場所へ、

ビジネスチャンスを逃さないために最速・最適な人事アサ

インメントができるよう、体制を整えていきます。

持続可能な未来に向けて

「挑戦を重んじる風土」「部門や組織・国境を越えた協働」

「安全・品質を最優先にする規律」が、JSR 文化の核です。

これらが高い専門性と結びつくことで、当社ならではの実

行力と技術優位性が生まれています。企業文化と技術力の

融合を世界に向けて発信できる力は、JSRが半導体やディ

スプレイといった最先端分野にて世界トップシェアをもつ

ことにおいて証明されており、企業として重要な財産です。

私自身、この JSR 文化の核と企業力を維持し、さらに進

化させ、今後30年、100年と継続していけるよう、人的資

本の強化に取り組む所存です。JSR のさらなる発展のた

めに、社員一人ひとりの想いや声を丁寧に受け止めてつ

なぎ、生き生きと働く姿が社内外に伝わるようCHROと

して皆さんとともに歩んでまいります。

※1   ともに磨き合い高めあっていくこと
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プロフェッショナル	  
 高い志とユニークなスキル・能力・専門性で、
事業価値の最大化に貢献できる人財

共　磨	
 個々の多様性を活かし、共に磨き高め合う
ことで新たな価値を創り出せる人財

挑戦と成長
 変化を楽しみ、目指す未来に向かって
情熱を持って挑戦し、組織の持続的な
発展に貢献できる人財

JSRが人財に求めるもの
 （JSRの人財としてありたい姿）

働きやすい環境風土  
 心身ともに健康で安全に、安心して働ける環境
 個々が尊重され、共に磨き高め合えるインクルーシブな風土
 情報の透明性があり、オープンで活発に対話できる環境

成長と活躍の機会
 主体的なキャリア形成や成長ができる環境
 スキル・能力・専門性を世界で存分に活かし挑戦できる環境
 ビジョンを分かち合い、実現できる環境
 組織への貢献を通じた社会への価値提供の場
 貢献が報われる評価・フィードバック

JSRグループの
人財に提供する価値
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❶経営戦略と人財戦略の連動強化

❷従業員エンゲージメントと組織力の向上

動的な人財ポートフォリオの構築と
継続的な人財育成（投資）＆人財獲得

メンバーの体験・経験価値の最大化

　「次世代経営人財」「技術につながる人財」の育成に継続

的に取り組んでいます。「次世代経営人財」の育成に向けて

は、2007年から「次世代リーダー研修」を実施しています。

外部講師の協力のもと、実際の事例を使ったアクションラー

ニングや、自身が上長の立場になった想定で自部門のあり

たい姿を描く演習などを通して、次世代リーダーに必要なビ

ジネススキルや広い視野を養います。また、新しいビジネス

の創出を想定してチームで取り組むアクションラーニングも

取り入れています。

　「技術につながる人財」の育成では、2017年から米国の

DX推進サポート会社による教育プログラムを実施し、研究

を中心としたデータサイエンティストを育成しています。

　変化の激しい外部環境を前に、事業を通じて社会に貢献する

当社の使命を全うするためには、事業の更なる成長と、当社社

員のキャリア形成・より高い専門性の会得実現を両立すること

がより重要な局面を迎えています。これらの背景を踏まえ、当社

では“主体的なキャリアビジョンをワーク（仕事）とライフ（人生）

双方の観点で自ら描き、その実現に向けた持続的な行動と経験

を通じ、社員の持続的な成長を支援しています。2023年度には、

従業員の主体的なキャリア形成を促すべく、社員教育要綱と教

育プログラムの一部を見直しました。主体的にキャリア形成で

きる職場づくりのためには、上位職の理解が不可欠と考え、役

員、部長、課長向けに順次研修を実施し、実際にキャリアを考え

ることの実体験を踏まえメンバーのキャリア支援に当たれるよ

うに支援を継続しています。また、メンバー向けにも主体的なキャ

リア形成の必要性とその考え方について伝える研修を順次実

施し、上司とメンバーでキャリア形成に対する共通の体験・認識

を持ちつつ、お互いに働きかけながらキャリア形成ができる職

場づくりを進めています。

　あわせて、社内公募制や副業運用ガイドラインの仕組みも導

入しました。従業員が自己の価値を高め、自己実現の実感を得

ながら、会社・社会に貢献することが、個人・会社のサステナブ

ルな価値創造につながると考えています。

　グループ全体で、性別や年齢、国籍など様々な属性を持つす

べての従業員が働きやすい制度・環境の実現を目指し、能力・成

果を重視した公正な人事・報酬制度を運用しています。

　現在、JSRグループは世界12の国と地域※に拠点を持ち、国籍・

性別・年齢・社歴など、多様な背景を持った従業員が在籍してい

事業創出、事業成長による組織変化および環境変化に柔軟に

対応できる人財を確保・育成し、持続的に企業価値を創造する

成長機会の提供・公正な評価フィードバックにより高いエン

ゲージメントを維持し、メンバーの主体的・自律的な成長

支援と組織力の向上を実現する

［会社・組織のありたい風土］
・

・ 

ダイバーシティ、エクイティ＆インクルージョン（DE&I）を尊重
し従業員の自律的なキャリア形成がなされていくことで、全ての
従業員がその能力を最大限発揮している。

従業員と会社が信頼し合い、共に成長することで従業員のエン
ゲージメントが向上し続け、持続的にイノベーションが創出され
ている。

人財戦略
グローバルな視点を保持し、活力ある多様な人財・

組織能力を国・地域や事業の特色に合わせて強化

することで、企業活動の効率化・事業競争力の向上・

イノベーション創出に結びつけ、顧客・市場に対する

価値（提供）を最大化する。

基本的な考え方

当社は、「グローバルな視点を保持し、活力ある多

様な人財・組織能力を国・地域や事業の特色に合わ

せて強化することで、企業活動の効率化・事業競争

力の向上・イノベーション創出に結びつけ、顧客・市

場に対する価値（提供）を最大化する」という人財戦

略を掲げています。

この戦略のもと、「すべてのステークホルダーに価

値を創造する」「あらゆる環境変化に適応する強靭

な組織を作る」の実現に向け、まずは日本国内にフォー

カスし、様々な取り組みを企画、実行しています。

 人的資本マネジメントの目指す姿

［多様な人財の育成］

［主体的なキャリア形成を継続的に
  支援する風土の醸成と仕組みの導入］

人的資本
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ます。多様性から生まれる新しい発想やアプローチを柔軟に取

り入れ、社会へのインパクトを創出し続けるメンバーを育成する

とともに、組織の長期的な成長を実現していきます。

グローバルでの共通課題への取り組みを
トップダウンで推進し変革への適応を支援

※ 日本、北米、中国、ベルギー、韓国、台湾、スイス、イギリス、オランダ、
　 タイ、ドイツ、シンガポール

女性管理職比率

従業員エンゲージメントの継続的向上

2030年度に女性管理職比率10%

 従業員エンゲージメント

 DE&I
　JSRグループは、従業員エンゲージメントの向上が、企業活動

の持続性を確保し企業価値を高めていく上での鍵であると考え

ています。この考えのもと、DE&Iの推進と風土醸成を基盤に、

働きやすく、働きがいのある職場づくりや、従業員の主体的な挑

戦、キャリア形成、成長・活躍の機会創出を通じて、エンゲージメ

ントの向上を図っています。

　あわせて、従業員の率直な声を聴き、各組織の課題を把握して、

より良い職場環境づくりに効果的に取り組むために、2021年度

からグローバル従業員エンゲージメント調査を実施しています。

　2024年度は、2023年度に引き続き、従業員エンゲージメント

調査と企業倫理意識調査を統合して実施しました。統合により、

回答負荷の低減と、結果の一元化、迅速な分析に繋げています。

2024年度のグローバル回答率は86%（調査対象：4,662名、回

答者：4,012名）であり、調査実施以来8割超の回答率を維持し

ています。

　調査結果を受け、各部門長はスコアの背景にある要因や課題

を整理し、担当執行役員へ共有しました。これをふまえ、執行役

　JSRグループでは、着実な成長戦略の遂行と、全社にま

たがる経営・事業戦略と人財戦略の連動強化を目的とし、

2024年度にCHRO（Chief Human Resource Officer）

　JSRグループのグローバル全体におけるジェンダーの構成比

率は、女性従業員は33％、男性従業員は64％（残る３％はNot 

Declared.）ですが、職位別の女性比率は、役員層が18％、管

理職層は23％です。JSR単体でみると、女性従業員の構成比率

は約19％であるのに対し、役員は9％、管理職は7％と低く、当

社のグローバル全体と比較しても従業員と管理職・役員とのジェ

ンダー比率に大きな差異が生じています（2025年3月時点）。

　JSRでは、組織運営の中核を担う管理職層においてDE&Iを

推進することは、会社全体のレジリエンス向上につながると考

え、2030年までに女性管理職比率10％を達成することを目標

として設定し、経営上の重要課題（マテリアリティ）として注力し

ています。目標達成に向けて、女性従業員の個別キャリアヒアリ

ングや社外研修派遣、管理職向けのDE&I研修など、従来の施

策を適宜見直しながらインクルーシブな風土づくりを進めてい

ます。

　 2024 年 度 は、「女 性リー ダー 紹 介 ～ Meet our JSR 

female leaders! ～」と題し、JSRで活躍する女性リーダー

のキャリアパスやキャリア観を紹介する社内ポータルページを

開設しました。多様なキャリアに触れることで、従業員が自らの

キャリアの選択肢や可能性を知り、キャリア形成に繋げるきっ

かけを提供しています。本コンテンツでは、女性リーダーのこれ

までの経歴と共に、若手時代に描いていた将来像、管理職の魅

力、ワークライフバランスにおける苦労や工夫、職種転換の経

験から得た学びなどを紹介しています。これまでやや距離を感

じがちだったリーダーを身近に捉え、魅力あるキャリアパスとし

てイメージできる内容となっています。

員は管掌領域における主要課題とアクションをまとめた上で、

経営チームとして対面で共有・協議する機会を設けました。会合

では、個別の管掌範囲を超えて、当社の将来、人財育成、企業文

化といった横断的テーマについても議論し、当社の長い歴史を

踏まえて、今何を目指し、どのように変わるべきかについて意見

を交わしました。これにより、部門最適にとどまらない全社的な

改善の基盤づくりを進めています。

　今後は、特定した課題に対して部門別の改善策と全社横断の

施策を順次具体化し、実行に移していきます。一定の時間を要

するものもありますが、従業員の声を真摯に受け止め、継続的

な改善サイクルを回すことで、

従業員エンゲージメントの向上

と企業価値の向上につなげて

いきます。

の任免を行いました。DE&Iの推進は、CHROが管掌する人

財開発部、CHRO室が中心となって行っています。

ゴール

ゴール

2020

4.7%4.2%

2022

6.3%

2021

5.8%

2023

6.9%

2024 2030

10%（目標）

0

5

10
（%）

（年度）

［従業員エンゲージメントの向上］

［推進体制］
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	 JSR Electronic 
	 Materials Korea

	 Co., Ltd. 駐在中　
	 半導体材料　研究開発

化学系学部卒、博士課程修了。卒業後すぐに
JSRへ入社して、今年で10年目。最初の3年半 四

日市のR&Dで研究開発、その後4年半、ベルギー（ JSR 
Micro N.V.）に駐在。日本で研究開発業務に携わったのち
に、韓国にあるJEMKへ転勤となりました。実装、リソグラ

フィーと複数の材料群の業務に携われる点は、JSRだか
らこそ得られた経験です。また、同一材料群でも拠

点ごとに役割が異なるため様々な経験ができま
す。四日市の研究所、米国のInpria社、欧州

のIMEC、川崎の研究所と連携しつつ、
研究開発業務を進めています。

	 本社勤務
	

現在は経営企画部で、経営理念浸透、中
期経営計画の策定・実行支援、グループ経営

管理、リスク管理、プロジェクト支援などに携わっ
ています。今後もしばらくは現業を通じて、企業価値

向上に向けた取り組みをさらに進めていきたいと考えてい
ます。私は、合成樹脂事業の営業・企画管理から、デジ

タルソリューション/ライフサイエンス事業を中心と
した海外現地法人管理部門へと異動し、異なる

分野の経験を積むことができました。こうし
たキャリアの広がりは、JSRのCDP制

度のおかげだと実感しています。

	 JSR （Shanghai）
	 Co., Ltd. 駐在中

	 研究開発

2019年、海外短期留学派遣制度を利用し、米
国に3か月間留学しました。参加前は、言語の壁に

より顧客と直接コミュニケーションを取ることが難しく、
グローバル企業で働くことに漠然とした不安がありましたが、

留学を通じてコミュニケーション面はもちろん、生活面も含め
て海外での業務に前向きに取り組む姿勢が身につきました。現

在は中国に駐在しており、当時の経験が大いに活きています。
中国語の学習も継続しており、まだ初級レベルではある

ものの、現地顧客に中国語でコミュニケーションす
ると喜ばれ、研究開発として、関係構築や研究開

発業務における課題解決、ニーズの把握に
積極的に取り組むことができています。

私たちの成長実感と価値創造

	 テクノUMG ㈱　	
	 合成樹脂事業

	 研究開発	

若手の段階から責任ある業務を任されま
した。入社3年目頃、テクノポリマーヨーロッパ

（現 Techno-UMG Europe GmbH）の発足に合わせ、
販売実績が乏しかった欧州市場向けの戦略グレード

の開発を担当。開発・提案を進めるにあたり、様々
な部門の支援を得て成果につなげることができ

ました。欧州出張での顧客訪問や勉強会参
加など、現地での実践機会も与えられ、

挑戦と成長を後押しする当社の風
土を体感しました。

本社の各部門や研究所、グループ各社、海外拠点など、挑戦の舞台は広がり続けます。

部門や言語の壁を越えた連携の手応えが、JSRの価値創造を前へ。

等身大の声から、私たちらしい成長のかたちをご紹介します。

	 四日市工場　
	 ディスプレイ材料　

	 品質保証・製造技術
	 　

現在、ディスプレイ材料の一つである配向
膜製品の品質保証・製造技術に携わっています。

研究開発と製造をつなぐ立場として、四日市・本
社・国内外の各拠点や取引先など、日々多くの方とや
り取りを重ねるのがこの部署の特徴です。相手にとっ

てベストな伝え方を探りながら前に進むのは難
しくも楽しい時間です。

多様な経験を持つプロフェッショナル
から学び、若手も議論の中心で成

長できる環境です。　

	 JSR Electronic
	 Materials Taiwan

	 Co., Ltd. 駐在中　
	 半導体材料　研究開発

2011年に入社し、2018年から台湾に駐在
して半導体材料の研究開発を担当しています。

世界最先端の半導体製造をリードする台湾での
R&Dはスピード感があり、厳しい対応を求められる場

面も多くありますが、JSRで培ったスキルを活用し
て着実に課題を乗り越えてきました。今後は、

経営基幹職として先輩方から受け継いだ
技術を次世代メンバーに伝承し、事業

成長と社会への貢献につなげてい
きたいと考えています。

	 本社勤務
	 　

若手にも広い裁量が与えられ、入社年次
にかかわらずプロジェクトを任され、相談・

提案が受け入れられる風土の中で、多くの挑戦
機会を得ました。具体的には、入社2〜3年目に子会

社買収後の管理会計体制構築を支援。4〜5年目には
M&A案件での社外説明やプロジェクトの意思決

定に関わる経営層との議論や報告の場にも
同席しました。こうした経験が、早期から

の成長と責任ある役割の担い手を育
む基盤となっています。

	 四日市工場
	 半導体材料   

	 品質管理

2010年代に4年間、台湾（現 JSR 
Electronic Materials Taiwan Co., Ltd.）に駐在

し、最先端の半導体顧客対応に従事しまし
た。自身の希望によるキャリアではなく、

当時は厳しい局面の連続でしたが、
結果として大きな学びと成長

の機会となりました。　
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  JSRとIBMが協業に至った経緯を教えてください。

永井（JSR）　IBM様との協業は、2000年に取り組んだ

ArFレジストの共同開発を契機として始まりました。そ

の後も共同開発の中で、ArFレジストや EUVレジストと

いった JSRの主力製品の基礎となる重要なIP(特許やノウ

ハウ)が２社の協力によって生み出されています。2016年か

らは人工知能（AI）に関する共同研究を開始しました。また、

IBM主催のIT基礎研究コンソーシアムであるResearch　

Frontiers Institute※での学びを通じ、材料開発の効率

を向上させるマテリアルズ・インフォマティクスの基礎を築

くことができました。当時から「AIでこんなことまでできる

のだ」というような驚きがあり、AIによって変わる未来像に

触れて、非常にわくわくしたのを覚えています。その時に得

た技術は、現在のフォトレジスト開発において直接的・間接

的に活かされています。

森本（IBM）　フォトレジストは半導体の微細化に欠かせ

ない材料であり、技術の進歩に応じて常に進化が求めら

れます。その進化をJSR様と間近で共同研究できることは

IBMにとって大きなメリットです。当社はケミカルビジネス

を本業とする会社ではなく、エコシステムの中で素材や装

置などの多様なメーカーと協業することで新技術を生み出

しています。その中でもJSR様は最も重要なパートナーの

１社です。共同研究においては、多様な企業、専門性、文化、

考え方の人が集まることでより価値の高いイノベーション

IBM ╳JSR 座談会
技術者としての誇りと幸せを感じ
これからも共に歩んでいく

日本IBM　
取締役副社長執行役員 
最高技術責任者 兼 研究開発担当

森本典繁 氏

JSR 上席執行役員
電子材料事業、次世代研究（DS/MI等） 担当
四日市地区R&D管掌、電子材料事業部長
木村徹 氏

日本IBM　
東京基礎研究所 セミコンダクター
新川崎事業所長 理事

山道新太郎 氏

JSR
マテリアルズ・
インフォマティクス 推進室長
永井智樹 氏

次世代を見据えた製造基盤を整備し
2社の協業でイノベーションを生む

※ 2016年設立の次世代コンピューティング技術の研究を産学連携で進めるオープン・リサーチ・コンソーシアム。ニューロモーフィック・デバイス、量子コンピュータ、バイオ系デバイスなどを対象に、幅広い業界のパートナーと共に革新的なコンピューティング技術の研究開発（10テーマ）を推進
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が生まれる傾向にあり、

ダイバーシティが非常

に重要です。協業が20

年以上続いているとい

う事実自体、その効果を

表すものだととらえてい

ます。

山道（IBM）　私はJSR様とAIについて一緒に研究させて

いただきました。JSRの方々との研究は本当に楽しく、皆

さん一人ひとりに特徴やキャラクター、研究への独自の姿

勢を感じました。現場では対等なパートナーとして、時に厳

しい意見を交わしながら切磋琢磨する関係性があり、JSR

様との共同研究は非常に充実したものでした。

  協業において、中長期的にどのような姿を
  目指していますか。

永井（JSR）　当社の対面市場やテクノロジーの変化が非

常に速く、自社だけで未来を見通すのは難しいと感じてい

ます。生成AIや量子コンピュータも急速に進化しており、

新たな課題も見えています。だからこそ、適切なパートナー

選びが重要だと思います。

森本（IBM）　AI同士がそれぞれの機能に特化してつな

がるような構造が進んでおり、それを制御するためにエージェ

ントシステムが発展していくと思います。AI同士の会話

に人間が関与するなら、人間の自然言語で行うべきという

考え方もあります。一方で効率性を重視してプログラミン

グ言語的な方法を用いる案もあり、今後はその両立が求め

られると思います。

山道（IBM）　私は半導体を担当していますが、IBMグルー

プ全体として20年以上先の社会インフラを支えるシステ

ムを見据えて開発を進めています。その中で JSR様は、製

造面では不可欠なパートナーであり、完成した技術のユー

ザーとしてのフィードバックも重要です。物づくりと利用、

両方の面で今後も10年、20年先の安全な社会を共に築い

ていけたらと考えています。

森本（IBM）　25年間の協業の歴史がある中で、今後さら

に20年、30年先の未来に向けて、1社だけでは見えない

未来を複数社で手を携えて描いていく必要があると思っ

ています。私たちは未来をただ観測する立場ではなく、それ

をつくる側にいます。そのことに技術者としての誇りと幸せ

を感じており、これからも共に歩んでいきたいと思います。

木村（JSR）　今日や明日を一生懸命に積み重ねることが

将来につながると信じています。これまでの四半世紀を

IBM様と共に歩んできたことに感謝しており、これからの

四半世紀もまた一緒に進んでいけたらと願っています。

  協業の成果を事業機会につなげるため、
  具体的にどう取り組みますか。

木村（JSR）　協業の初期は、フォトレジスト用のケミカル

を共同開発し、当社製品として市場に提供するという流れ

でした。こうした取り組みは12〜13年ほど続きましたが、

次第にケミカルの世界でも技術の進展が複雑化し、共同で

できることにも限界が見えてきました。「次は何をやるべきか」

という議論の中で出てきたのが「Research Frontiers 

Institute」であり、次世代を見据えながら、製品をつくる

ための基盤を構築しようという考えに至りました。進展が

非常に速い半導体業界において、我々が遅れずに対応で

きているのは、この基盤のおかげだと実感しています。

森本（IBM）　当社はケミカル分野に限らず多様な業界で

AIを適用しているお客様を支援しているため、多くのユー

スケースは相互に参考になる情報が多く、協業の取り組み

にも活かしていただけたのではないかと思っています。JSR

様のようにまずデータ整備をしっかり行い、対応力を発揮

することで課題を解決されているという点は、他のお客様

への成功事例としてご紹介していきたいですね。

木村（JSR）　私たちがAIにこれだけのめり込めるのは、共

同研究の中で様々なユースケースを見せていただけている

からです。伸びていく分野を材料面から支えるというモチベー

ションになりますし、将来的にどういうことが必要なのかと

いう「出口」にまで思いをはせることにもつながっています。

  人財育成を含む今後の課題と展望を教えてください。

森本（IBM）　AIの進化

は自動化とフィジカル

AI※の発展につながる

と考えています。一方で、

自動化が進むほど人の

学習機会が減り、能力が

退化することを危惧して

AIが方向性を示す世の中では
実行力を持つ人財が求められる

※ センサーやロボットなど物理的な世界と結びつき、実環境で知覚・判断・行動を行うAIのこと
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います。人間の能力をどう保つかが、今後の大きな課題です。

山道（IBM）　自動化が進んでも、ビーカーを使う、コード

を書くといった原体験の重要性は増しており、実際にそう

した経験が、深い理解につながると実感しています。以前、

JSR様の四日市工場を訪問した際、世界最先端の半導体

を支えるフォトレジストの製造ラインをほぼすべて見せて

いただき、大変衝撃を受けました。「これは見てはいけ

ない領域では」と思うほどでしたが、担当者の「見てもらっ

て構いません。絶対にまねできません」という言葉がいま

も忘れられません。JSR様の企業としての強さは現場経

験とノウハウの蓄積によるもので、AIやマテリアルズ・イン

フォマティクスだけでは到達できない領域だと感じていま

す。あの「見せても大丈夫」という姿勢に込められた本質に

強く惹かれ、当社もそこに到達したいと思っています。

木村（JSR）　温室効果ガスの削減や電力消費の削減を考

えると、どうしても自社の工場をどう効率化するか、再生可

能エネルギーを購入するかといった話になってしまいがち

です。脳をベースにした超高効率のロジックデバイスのよ

うなものができ、エネルギー消費が1,000分の1になると

いう技術が実現したとして、当社が材料開発の面から寄与

できたとしたら、我 と々しては社会全体に大きな貢献を果た

せたという自負が持てると思います。グローバルな取り組み

に少しでも参加する、あ

るいはそのようなことに

関わっているという自負

を、社員全員が持ちなが

ら技術開発を進めてい

けるといいのではない

でしょうか。

永井（JSR）　人財に関しては、「変化を嫌がらない」「変化

に対応できる」「むしろ変化を楽しめる」といったメンタリティ

が必要だと思います。私自身、元々はウェットな化学実験

をずっと行っており、レジスト用の樹脂も自分で作っていま

した。それが今ではAIを扱っているわけで、20年前の私か

らは全く想像がつかないことでした。やはり変化を前向き

に受け入れられることが重要だと思います。

森本（IBM）　材料や物性といったものは1つの側面にす

ぎませんが、技術の発展にとって非常に重要な要素である

と考えています。装置や機械もまた重要であり、どれか1つ

でも欠けてしまうと前には進めません。様々なコミュニティ

やエコシステムの中で重要なメンバーとして長く貢献して

いきたいと考えています。これから求められる人財は、半導

体の知識だけにとどまらず、半導体を取り巻く様々な技術

に加えて、デジタル技術にも精通している人だと思います。

半導体の開発プロセスや材料技術にしても、今やAIやデジ

タルの技術を抜きには語れない時代になっています。工場

現場での管理システムも、ほとんどがAIで制御されています。

そういったシステムがどう動いているのか、どのように活用

できるのかという感覚や知識がなければ、自分の専門分野

の強みも発揮できませんし、成長させることも難しいと思

います。さらに、次に何が来るのかを想像する力や、そのた

めの知識がなければ対応できませんので、やはりデジタル

というツールと自分の専門である半導体や材料技術の両

方を持っている人財こそが、これからの鍵を握るのだと思

います。

山道（IBM）　半導体や量子、そしてAIは一般的な認知度

が高くなってきたとはいえ、これらの分野には特殊な専門

性が必要であり、若い方の中には自分には難しいと決めつ

けてしまうこともあるか

もしれません。でも、実

は半導体にしても、量子

にしても、AIにしても、

裾野が非常に広い分野

なのです。必ずしも電子

工学の人だけが関われ

るわけではありませんし、量子物理を専門にしていなけれ

ばできないということでもありません。自分が作った枠にと

らわれない方が、可能性が広がるはずです。むしろ、そういっ

た自分の中のバリアを取り払って、自由に羽ばたけるよう

な人こそが、こうした新しい世界にどんどん入っていけるの

ではないかと思います。

　実際、日本で半導体業界が非常に盛り上がっていた時代

には、様々な専門を持った人たちが次々と半導体分野に参

入していました。今、その兆しがまた見え始めていると感じ

ています。自分で自分の限界を決めないこと、専門分野の

枠を越えて挑戦する姿勢が、これからもっと大切になって

いくと確信しています。

木村（JSR）　AIなどの技術が解析をして方向性を示して

くれる世の中では、「決断し、実行する力」を持つ人財が求

められると思います。私たちは若い頃、自分でフラスコを振り、

フォトレジストなどの調整を自分で行ってきました。そういっ

た経験のない若い人たちがどうやって決断力を持つか―

これからの新しい挑戦になると考えています。
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 2024年度における
	 サステナビリティの進捗

JSRグループにおける重要課題の一つである気候変動へ

の対応に関して、2030年度までに温室効果ガス排出量を

2020年度比で30%削減することを目標に掲げ、再生可能エ

ネルギーの導入などによって、2024年度は18%の削減を達

成しました。

さらに、企業として社会的責任を果たすため、パリ協定の

目標に沿った温室効果ガス削減目標へ目標設定を見直し、

自社（Scope1および Scope2）において2030年度までに

2023年度比で42%削減、自社以外において、2029年度まで

に、購入した製品・サービス、資本財、上流の輸送・配送を対

象とする排出量ベースで、サプライヤーの85%が科学的根拠

に基づく目標を設定する、という目標を設定しました。当該

目標は、science-based targets（SBT）であり、SBTi（Science 

Based Targets Initiative）より認証を取得しています。

今後は、目標達成に向けて温室効果ガス排出量削減に

関わる取り組みをより一層加速していきます。

サステナビリティ推進

JSR レポート 2025

JSRグループは、サステナビリティを「企業活動を通じて価値創造することで社会に貢献する」ことと定義し、多様性を尊重しながら

グループ全体でサステナビリティを推進することを、企業価値向上に向けた重要な戦略の一つと位置付けています。

 サステナビリティ推進体制
　JSRグループでは2020年に「サステナビリティ推進会議」を設置し、ESGやSDGsに関わる内外の情勢を踏まえ、各種方針をは

じめサステナビリティに関する事項を審議・調整しています。

図にある4つの委員会の活動を統括・指導し、年4回の定例会議と臨時会議を開催しています。会議の議長は社長が務め、4つの

委員会の事務局と、各執行役員が参加しています。これにより、当社グループのすべての事業と機能にわたる議論を可能とし、企業

価値の向上に努めています。

2024年度のサステナビリティ推進会議での
主要な議題は以下の通りです。

 SBT認証取得を目的としたJSRグループの
	 GHG削減目標について

 2025年度以降のJSRグループの
	 マテリアリティについて

 JSRグループの
	 ESG評価機関対応方針について

サステナビリティ委員会
委員長:サステナビリティ推進

担当執行役員

環境安全品質委員会
委員長:環境安全品質

担当執行役員

リスク管理委員会
委員長:経営企画担当執行役員

企業倫理委員会
委員長:総務担当執行役員

取締役会

サステナビリティ推進会議
議長:代表取締役 CEO 兼 社長

監督報告

詳細は、サステナビリティサイトをご参照ください。

https://www.jsr.co.jp/sustainability/
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詳細は、研究開発をご参照ください。

詳細は、研究開発体制をご参照ください。

詳細は、知的財産活動をご参照ください。

度を運用開始し、より一層社員の知的財産活動を奨励する

ことで、Innovationの創出を推進しています。
 研究開発と品質・製造

　JSR グループは、新たな価値を生み出す先進技術の開発

に挑み、高い品質意識に基づく優れた製品を社会に提供し

続けることで、社会課題の解決に貢献します。  品質・製造
当社は、化学製品を十分な品質で安定的に提供すること

を責務としています。オングストローム※１レベルの制御が

必要なフォトレジスト、視覚に訴える表示材料、自動車向

けの大型樹脂製品まで、極小から大型まで多様な製品を

製造・供給しています。この多様性を支えるのは、化学工学

に基づくプロセス設計、設備技術、保全技能です。たとえば、

300mmウエハ上で10nm²サイズの異物を数個以下に抑

える制御は、東京ドームで針の穴を探すような精度を求め

られます。こうした高精度を実現するのは、熟練した従業

員の技能と品質意識、そして継続的に改善される設備の融

合によるものです。人と技術の力で、当社は業界最高水準

の安定供給と高品質を実現しています。

※1 �オングストローム（Å, angstrom）：長さの単位で、0.1ナノメートル（nm）
に相当し、原子・分子スケールの寸法表現に用いられる。

研究開発費推移

 研究開発
　当社の研究開発は、人々の生活を豊かにする「事業研究」

と、次世代社会を見据えた基盤的な「コーポレート研究」

の両輪で推進しています。

　事業研究では、現在展開している事業領域とその周辺分

野を対象に研究を進めています。電子材料分野では、AI技術

を支えるフォトレジストやCMP材料、プリカーサー等の開発・

量産適応を進め、さらに最先端のEUVフォトレジスト技術に

よる極微細加工により半導体業界の進化を支えています。さ

らにディスプレイ材料においても、LCD配光膜やOLED材

料などを通じ、人々の視覚体験の向上に貢献しています。

　一方、コーポレート研究では、ソフトウェア開発やデータサ

イエンスを活用した研究開発の加速、最先端の分析技術や

プロセス技術の確立に取り組むとともに、メタマテリアルや

スピントロニクス材料など新領域の基礎技術開発にも挑戦し

ています。大学や社外パートナーとの連携により、技術による

環境・エネルギーといった社会課題の解決も目指しています。

　これらの活動を通じ、安全・安心で豊かなデジタル社会と、

低環境負荷で持続可能な社会の実現に貢献し、未来に向

けた新たな価値を創出していきます。

 知的財産活動
　研究開発の成果を社会に価値を提供する上で欠かせな

いのが知的財産です。JSRでは事業環境や各事業ステージ

に応じた知的財産方針を、事業部門・研究開発部門・知的

財産部門が連携して策定し、積極的に知財を取得し、マネー

ジメントすることで事業拡大と創出を推進しています。　

新たな価値を生み出す技術革新は研究者のたゆまぬ努

力により支えられています。今年度より新たな発明報奨制

分野別保有特許件数

■デジタルソリューション　■ライフサイエンス　■その他

海外
国内

2024年度

4,038
国内:1,794
海外:2,244

（件）

91%

93%

5% 2%
8% 1%

2020

35,000
30,000
25,000
20,000
15,000
10,000

5,000

2021 2022 2023 2024 （年度）

（百万円）

JSR レポート 2025

技術領域の拡張
✚

持続的な技術革新

新たな価値創出

有機的な
連携

知的資本 人的資本 社会・関係資本

知的資本

2023年度対比
2024年度出願数増加率＊

全事業合計出願数　
約120％

デジタルソリューション
事業出願数
約130％

＊第一国出願数

https://www.jsr.co.jp/company/
https://www.jsr.co.jp/rd/
https://www.jsr.co.jp/rd/org.html
https://www.jsr.co.jp/rd/ip.html
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　JSRグループは、労働安全と保安防災、環境保全、製品

安全を事業活動の重要な基盤として捉え、次に示すレスポ

ンシブル・ケア ®（RC）の基本方針のもとに、あらゆる事業

活動を推進します。

環境・安全

 環境保全・負荷低減基本方針

基本的な考え方

❶

❷

❸

JSRグループは、「環境保全・負荷低減」「安全・

健康」をグループの経営基盤に関するマテリアリ

ティ（重要課題）のひとつと位置付け、それぞれに

KPI・目標を設定して取り組んでいます。

　JSRグループは、化学物質を取り扱う企業として、持続

可能な地球環境や社会の実現に貢献することが私たちの

務めと認識しています。

　そのため、事業活動に伴う環境負荷低減と化学物質の

適正管理を重点課題として捉え、温室効果ガス（GHG）排

出量削減や廃棄物の適正管理などに努めています。特に

気候変動は、自然災害の増加や環境規制によるリスクが

事業に及ぼす影響が大きいため GHGの排出量削減を

中長期的な経営課題として捉え、JSRグループとして取り

組んでいます。

 安全・健康
　JSRグループで働くすべての就業者（従業員、協力会社員）

が安全に働き、幸せだと感じる会社を目指すとともに、地域

社会の責任ある一員として環境・安全に配慮した事業活動

を行い続けます。「安全は製造業で働く全ての人にとって

最も大切な価値であり、事業活動の大前提である」という

考えの下、JSRでは、『安全の基本理念』を定め無事故・無

災害を目指します。

事業活動に伴うリスクの把握と対策の実行により、社員・

地域社会の安全確保と環境保全、持続可能な地球環境

への貢献に努めます。

事業活動に必要な法規制などの情報収集と確実な展開

により、法令および自主規制の遵守に努めます。

安全・健康・環境に配慮した製品開発とその情報提供

により、製品安全に努めます。

環境・安全の両輪から
強固な経営基盤の構築を図っていきます

詳細は、サステナビリティサイトをご参照ください。

https://www.jsr.co.jp/sustainability/environment/reduction.shtml
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環境保全・負荷低減
 資源循環

GHG排出量削減イメージ

GHG排出量

2020

2020

240

2022

214

2023

220

2021

230

2024

197

2030

2030

2050

2050

（年度）

（年度）

（千t-CO2e）
250
200
150
100
50
0

30％以上
削減

電力
電力

電力調達方法の
変更などによる削減

脱炭素エネルギー
燃料への切換え
などによる削減

ゼロエミッションへ

クレジット等省エネ・プロセス改善
電力の再エネ化

電力／蒸気 グリーン化
省エネ・プロセス改善蒸気 蒸気

 気候変動対応

 化学品管理
　JSRグループでは化学物質審査規制法などの国内法令

を遵守することはもとより、2007年の欧州REACH規則

施行以降、海外各国で強化されてきた物質登録などの規

制動向をつど確認し、事業内容や現地法人の体制も踏まえ

て、漏れなく対応を実施しています。

　また、製品安全確保の見地から、製品の設計段階から各

国の物質リスク評価の動向を踏まえた製品開発を行って

おり、製品中の有害化学品の計画的な削減と廃止に向け

た自主的取り組みも推進しています。

　国内グループは、循環型社会の実現に向け、「廃棄物の 

外部最終埋立処分量を廃棄物発生量の0.1％以下にする」 

ことを目標に定めてリサイクルを推進しています。

　さらに、国の「プラスチック資源循環戦略」を受け、使用

済プラスチックを対象に「2030年度に熱回収を含むリサ

イクル率を100%、熱回収を含まない値では 60%とする」

目標を掲げ、リサイクルを推進しています。取り組み状

況の詳細は、サステナビリティレポート 2025で公開します。

　GHG排出量※の2050年度「実質（ネット）ゼロ」達成

を確実なものとするため、中間目標として「2030年度に

2020年度比30％削減」を設定して取り組んでいます。

　省エネ活動に加え、近年では購入電力の再エネ化やエネ

ルギー転換にも取り組み、JSRグループ一体となって活動

を推進しています。

　JSRグループは、水資源を飲用以外に、製造工程におけ

る原料、洗浄水、化学物質の除害装置、および冷却水等に使

用しています。そのため、水資源のプロセス内における循環

利用などに取り組むとともに、使用後は適切な浄化処理や

水質確認などを施したうえで河川などに排出しています。

Step1 Step2

GHG排出量の削減
（2020年度対比）  

2030年度：30％削減
2050年度：ネットゼロ

ゴール

※ Scope1 + Scope2で算出されたもの

詳細は、サステナビリティサイトをご参照ください。

https://www.jsr.co.jp/sustainability/environment/reduction.shtml
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安全・健康

 心身の健康

JSRグループが目指す安全

JSRグループ共通の安全の考え方の浸透と
安全レベル向上への取り組み

 安全の基本理念  安全マネジメントシステム

　JSRグループは、従業員の身体と心の健康は、従業員とそ

の家族の幸福な生活のために、また職場の生産性および活

気のある職場づくりのために非常に重要であると考えてい

ます。従業員が心身ともに健康で働けることをサポートする

ために様々な施策を実施しています。

　また当社は、従業員エンゲージメント向上を目的に、組

織活動の基本となる従業員の健康づくり促進活動「JSR 

Health Promotion」を推進しています。

　この取り組みは、「全社員が自ら健康について考え、行動

できる組織」となることを最終的なありたい姿・目標として

掲げています。従業員一人ひとりのための、自分に合った、

自分でできる健康維持・向上策を会社が提供・サポートする

ことを目指し、活動しています。

　これらの取り組みの結果を第三者が実施するサーベイを

通じて客観的に評価、課題を抽出して改善し、PDCAサイク

ルを回すことで、より効果的な健康保持増進施策を展開し、

従業員の健康を支援していきます。

　JSRでは、安全管理規程に基づき、労働安全と保安防災

に関する規程、手順を定めた「安全マネジメントシステム」

を事業所ごとの状況に合わせて構成し、運用しています。

当社グループにおいても、各社の持つマネジメントシステム

に基づき、PDCAサイクルを確実に運用することで、顕在

または潜在するリスクの低減に努めています。

　本マネジメントシステム、およびその活動の有効性を検

証するため、各社での内部監査やパトロール、マネジメン

トレビュー、および社長をトップとした本社環境安全監査

を定期的に実施しています。この検証結果は次年度の目標

と重点項目に反映させ、重点項目への集中的な取り組みを

通じて、効率的かつ効果的に改善につなげています。また、

万が一事故が発生した場合に、適切かつ有効に対処し、被

害の拡大防止を図るためのマニュアルを定め、それに基づ

いて原因究明、対策の実施、有効性の検証を行い、再発防

止に努めています。あわせて、これらの情報をグループ内で

共有することで、類似の事故の未然防止に役立てています。

「安全」とは、リスクが受け入れ可能なレベルにある状態を
いい、安全基盤と安全文化に支えられ、確保されます。
安全の状態を5段階に分けて、目標とする安全ステージを
目指して、安全レベルの向上を図っていきます。

2023年度に安全に関するJSRグループ共通の考え方を
整理し、全従業員への浸透を図っています。さらに当社オリ
ジナルの安全レベル監視システムを有効に活用することで、
グループ全体の安全レベル向上と安全・安心な事業活動に
努めています。取り組み状況の詳細は、サステナビリティ
レポート 2025で公開します。

　JSRでは、安全は事業継続の基盤であり、会社が成長

していくために必要な経営の重要課題として取り組んでい

ます。安全の基本理念、基本方針、およびそれを実現させる

ための行動を示した行動指針の下、働くすべての従業者

が安全に働き、幸せだと感じる会社を追求すると共に、

責任ある地域社会の一員として、環境・安全に配慮した事業

活動を実践していきます。

「安全」は、我々にとって、何よりも優先すべき大切な価値であり、
すべての活動の基盤です。日々の仕事を終え、無事に帰るという、
当たり前の幸せのために、安全・安心な職場作りと心身の健康
作りに努めます。

［安全の基本理念］

どのような状況下でも、常に安全を意識して行動する。
決められたルールを遵守し、安全行動を率先する。
顕在または潜在するリスクの把握と低減に努め、安全を確保する。
働きやすい職場環境作り、心身の健康増進に努める。
コミュニケーションと創意工夫で全員参画の活動を目指す。

［安全の行動指針］

高い安全行動
安全の基本理念が浸透、行動指針が自分事として定着し、主体
的安全活動により保安力が向上している。

人財・組織力の強化
組織運営に必要な教育訓練プログラムの確立、実行により、高い
個人スキルと組織能力、健全な組織風土を維持している。

最適なリスク管理と保安対策
リスク重要度に応じた保安対策が、新技術を活用して効率的、
効果的に実行されている。

［安全の基本方針］

リスクの低減に
必要な仕組み、
設備、組織・体制

一人ひとりの
行動・感性、
組織の風土安全文化

安全基盤

安全

詳細は、サステナビリティサイトをご参照ください。

https://www.jsr.co.jp/sustainability/environment/reduction.shtml
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人権尊重

 推進体制・取り組み

 人権啓発

　JSRグループでは、総務、コンプライアンス担当役員を

委員長とし、総務部、コンプライアンス部が事務局を務め

る企業倫理委員会が、人権の尊重と保障に関する取り組み

の推進を担っています。

　2024年度は、専門団体のアドバイスを頂きながら人権

デュー・ディリジェンス活動に着手し、デスクトップ調査お

よびワークショップの実施によりバリューチェーン上にお

ける潜在的な人権への負の影響の特定・優先順位付けを行

いました。

　JSRグループが人権尊重に関する責任を果たすために

は、グループの社員一人ひとりが人権に対する理解を深め

る必要があります。こうした考えのもと、人権に関するeラー

ニングを継続的に実施し、社員が人権に関する知識を体

系的に習得することを目指しています。

　2022年度には第一弾として外部団体の協力を得て当社

独自の eラーニングコンテンツを準備し、人権に関する基

本知識と｢JSRグループ人権方針｣ の概要を学べるeラー

ニング講座を実施しました。

　当該講座は今後も実施していく予定で、グローバルでの

受講率80％以上をKPIとして設定しています。2022年度

の受講率は全体では82％と目標をクリアしていますが、

実施した各拠点間では結果にバラつきがありました。受講

率が低い拠点については、部署や役職によって偏りがない

かなど未受講者の特性分析を行い、受講率の向上に向け

て改善策を講じていきます。

 サプライチェーンにおける人権尊重
　JSRグループは、自社グループ内に留まらず、サプライ

チェーン全体で人権尊重の取り組みを推進することが重

要であると考えています。これを実践するために、調達取引

先向けのアンケート調査項目を2017年に改訂したほか、

2018年に制定した「JSRグループ CSR調達方針」におい

ても、人権尊重に関連する項目を盛り込んでいます。 また、

「JSRグループ人権方針」において、サプライチェーン上の

取引先に対しても、本方針を支持し、同様の方針を採用す

るように継続して働き掛けを行う旨を明記しました。 

　上記の両方針に記載したJSRグループの考え方は、国際

社会が企業に求めていることを代弁したものでもあると

認識しています。JSRグループは、こうした考え方を取引先

とも共有したいと考え、グループの主要なサプライヤーに

両方針を通達し、方針の趣旨に賛同する旨を記載した「賛

同書」を回収する取り組みを2022年度に実施しました。

回収率100％をKPIとして設定し、グループ全体で取り組

みました。2022年度における回収率は90％です。 

　今後も、サプライチェーン上の取引先との連携を強化し、

人権尊重の取り組みを深化させるべく、必要な対応を行って

いきます。

基本的な考え方

JSRグループでは、マテリアリティ（重要課題）の

一つに「人権尊重」を掲げています。

人権についての理解を深め、正しい行動を取る

ことは、グループ全体で推進するべき重要な課題

です。「JSRグループ人権方針」は、国連「ビジネス

と人権に関する指導原則」や日本政府が策定した

「国別行動計画」を踏まえているほか、国連が提唱

する「グローバル・コンパクト」に賛同し署名して

います。すべての事業活動において人権尊重の

責任を果たすよう取り組みを進めます。

人権尊重に関するeラーニングへの参加率ゴール

82％（2022年度）

詳細は、サステナビリティサイトをご参照ください。

https://www.jsr.co.jp/sustainability/society/human_rights.shtml
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サプライチェーンマネジメント

 CSR調達方針
　JSRグループでは、サプライチェーンマネジメントの発展

がお取引先様と JSRグループの相互繁栄につながると

の考えのもと、「JSRグループ CSR調達方針」を制定し、

6分野36項目の遵守をお取引先様にお願いしています。

　2021年度から、社会の要請やJSRグループの考え方を

確実に共有するため、CSR調達方針・人権方針への賛同書

を回収する取り組みを行っています。

　2024年度はデジタルソリューション事業において、99%

の回収率を達成しました。

 調達担当者の教育と研修
　CSR調達や紛争鉱物への取り組みをテーマとした購買

部門担当者への教育と研修にも注力しています。外部セミ

ナーへの参加、グローバル・コンパクト・ネットワーク・ジャ

パンの分科会に参加して最新動向を入手しています。新た

に購買部門に配属された担当者には、JSRグループ購買

指針の十分な理解を促す導入教育を実施しています。また、

担当者のさらなる知識習得を促すため、一般社団法人日本

能率協会が認定するCPP資格※の取得を奨励しており、講

習会への参加費用や受験料を会社負担とするなどの支

援も行っています。

※ Certified Procurement Professional、購買・調達分野における
専門的な知識を身につけていることを証明する資格

 お取引先様の評価
　当社は、お取引先様の調達評価基準への適合状況を

定期的に確認しています。新規取引の候補先については、

財務状況や品質管理レベルを評価し、取引前に安全・環境・

品質の実地監査を実施し、継続取引先についても、同様の

基準で適宜再評価を行います。特に有事の調達難易度が

高い重要原料に関しては、定期的な監査を行い、供給継続

性に関わる事項の実地確認や品質安定化に向けた提案、

指導を行っています。

 責任ある鉱物調達への対応
　JSRグループは、サプライチェーンにおいて人権への負

の影響を生じさせるリスクが高い対象鉱物（紛争鉱物で

あるスズ、タンタル、タングステン、金に加え、コバルト、マイ

カを含む）について、 JSRグループ購買指針に基づき、直接

的および間接的な使用も一切認めないという考え方の

もと、これらの不使用を確認する取り組みを継続していま

す。2015年度に、紛争鉱物の使用有無に関する調査を実

施し、以降、新規原料の採用時や新規の取引開始時には、

RMI（Responsible Mineral Initiative）の標準テンプ

レートを用いた調査を実施しています。

　 2024年度はデジタルソリューション事業のサプライヤー

のうち95％から回答を入手し、対象鉱物の不使用もしく

は問題のない製錬業者から調達されていることを確認し

ました。

基本的な考え方

JSRグループでは、経営基盤におけるマテリアリティ

（重要課題）の一つに「サプライチェーン」を掲げ

ています。お客様のニーズに合った「革新素材」「良

い製品」を提供し、より良い社会の実現に貢献し

ていくことは、JSRグループの重要な役割です。

そのためには、持続可能なサプライチェーンを

構築し、健全な調達先から安定的な調達を継続

できるよう取り組んでいきます。

詳細は、サプライチェーンマネジメントをご参照ください。
詳細は、JSRグループCSR調達方針をご参照ください。

https://www.jsr.co.jp/sustainability/society/supplychain.shtml
https://www.jsr.co.jp/sustainability/2021/pdf/procurement.pdf
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コーポレート・ガバナンス

 ガバナンス強化の変遷
　JSRは、経営監督機能を強化し経営の透明性・健全性を

維持するとともに、中長期の企業価値向上に向けての意思

決定や業務執行の迅速化、効率化を実現すべく、社外取締

役の選任、指名・報酬諮問委員会の設置、取締役会実効性

評価等の取り組みを行ってきました。2021年度には役員

報酬制度の健全性を確保することを目的として一定の事

由が生じた場合にインセンティブ報酬の全部または一部を

返還させるまたは没収するマルス・クローバック条項を導

入するなど、継続してガバナンスの強化に取り組んでいます。

基本的な考え方

JSRは、監査役設置会社として、取締役会と監査

役による業務執行の監視・監督を行う制度を基礎

としつつ、報酬諮問委員会・指名諮問委員会の設

置等の施策により、経営監督機能を強化し、経営

の透明性・健全性を維持するとともに、中長期の

企業価値向上に向けての意思決定や業務執行の

迅速化、効率化に継続的に努めています。

 ガバナンス体制

詳細は、当社WEBサイトをご覧ください。

［コーポレート・ガバナンス体制図（2025年7月1日現在）］

株主総会

選任/解任 報告 報告
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選任/解任 選任/解任

会計
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監査

報告

報告

報告 報告

報告

選定/解職
監視/監督

選任/解任
監視/監督

サステナビリティ
推進会議

企業倫理委員会

リスク管理委員会

環境安全品質委員会

サステナビリティ委員会
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報告
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内部
監査

役員会議

経営会議

取締役会
取締役5名

経営監査室

代表取締役・CEO・
社長執行役員

執行役員（11名）
業務執行部門

報酬諮問委員会

指名諮問委員会

監査役
（3名）

会計監査人

https://www.jsr.co.jp/company/governance.html
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［取締役会］

［経営会議］

［役員会議］

　取締役会は6名(2024年度)の取締役からなり、原則と

して毎月1回開催し、経営戦略の方向付けを行い、重要な

意思決定を行うとともに、取締役および執行役員の職務の

執行を監督しています。なお取締役会議長は池内省五が務

めています。また監査役3名全員が出席し、意見陳述を行っ

ています。2024年度は21回開催し、各回に取締役および

監査役の全員が出席しました。

　意思決定の迅速化と業務運営の効率化を図るため、

代表取締役・CEO・社長執行役員および代表取締役・

CEO・社長執行役員が指名する執行役員または部長に

より構成される経営会議を原則として毎週1回開催し、

当社グループの経営の基本政策、経営方針、経営課題、

経営計画にかかわる事項ならびに各部門の重要な執行

案件について、審議および方向付けを行い、または報告を

受けています。

　代表取締役・CEO・社長執行役員および全執行役員に

より構成される役員会議を開催し、経営の状況および課題

の周知徹底を図っています。なお、常勤監査役も出席して

います。

2025年6月の執行役員集合写真
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 役員報酬
　JSRはグローバル企業として企業グループの競争優位

性を保つためにグローバルに優れ、かつ多様性のある経営

人財を育成、採用を図り、全てのステークホルダーの皆さま

との利益を共有するために役員に対して短期、中長期の

インセンティブを設定し、透明性を保ちつつ、経営戦略およ

び事業戦略の確実な実行を目指します。

［報酬諮問委員会の構成・委員長の属性］

 報酬体系
［報酬等の決定プロセス］

　取締役の個人別の報酬等の決定方針や報酬制度、個別

の報酬額等は、取締役会にて審議・決定を行います。取締

役会の審議・決定に際しての独立性・客観性を確保すると

ともに取締役会の監督機能と説明責任を果たす能力を

強化すべく、報酬諮問委員会を取締役会の諮問機関として

設置しています。

　当社の報酬諮問委員会の構成は、委員3名以上で構成し、

その過半数は非業務執行取締役で構成することとしてい

ます。報酬諮問委員会の委員長は、独立性・客観性と説明

責任を果たす能力の強化の観点から実効的な委員会運営

を図るべく、取締役会の決議により、非業務執行取締役で

ある委員の中から選定することとしています。また、報酬諮

問委員会には、適宜外部の報酬コンサルタントがオブザー

バーとして参加しています。

 取締役の解任
　CEO兼社長を含む取締役の解任が必要な事由が生じた

と指名諮問委員会が判断した場合は、適時に審議を行い、

その結果を取締役会に報告します。CEO兼社長の解任につ

いて審議する際には非業務執行取締役で議論をする機会を

設けるなど、審議の透明性を確保しています。年間経営活動

報告提出を起点として、CEO兼社長の業績、パフォーマン

ス評価、経営の置かれた状況、経済見通し等に基づき、毎年、

CEO兼社長の選解任や任期を判断します。

 取締役・監査役に対する
　 トレーニング方針
　新任執行役員に対し、将来の取締役候補者としての観点

から、新任取締役向けの社外講習会等に参加する機会を

提供しています。新任の取締役および監査役に対しては、

JSRの事業への理解を深めるための導入教育や工場・研究

所の見学等を実施しています。

［報酬諮問委員会］

［指名諮問委員会］

 報酬諮問委員会は、取締役会の諮問に応じて、以下の対

象者の報酬と項目について審議し、取締役会に対して答申

または監査役連絡会に対して助言を行います。

　JSRは2015年度に指名諮問委員会を設置しました。

JSRでは役員選任の方針と手続きの透明性を確保するた

め、メンバーの過半数を非業務執行取締役で構成し、非業

務執行取締役が委員長を務めています。指名諮問委員会

では、取締役会に必要な知識・経験・能力等の多様性と規

模の基準および役員選任の基準と手続きならびに取締役、

役付執行役員（上席執行役員含む）および監査役候補者に

ついて審議し、取締役会に報告しています。

対象者
社内取締役（代表取締役および役付取締役を含む）、非業務執行
取締役、監査役、執行役員、相談役、顧問、その他重要な使用人

審議項目
報酬方針の策定、報酬制度の設計、業績目標の設定、インセン
ティブ報酬の合理性、報酬水準・ミックスの妥当性、報酬制度に
基づく各役位の報酬額の決定等



役員一覧

常勤監査役
藤井　安文

JSRにて長年にわたり人事、総務、監
査を担当し、執行役員として健康保
険組合や年金基金なども統括。人材
開発・管理部門の運営に豊富な実務
経験を有し、経営監査・内部統制の
実効性向上に寄与。現在はグループ
全体の監査役として活動。

社外監査役
南　賢一

弁護士として企業法務、危機管理、
M&Aに関する豊富な経験を有し、
法律事務所のパートナーとして上場
企業の監査や助言に従事。公益・業
界団体の役職も務め、広い視野で法
務・ガバナンスの観点から経営の健
全性を支えている。

監査役
松行　大志

証券会社での経験を経て、JICキャピ
タルにてディレクターとして企業投
資業務に従事。財務・経営戦略に関
する高い分析力と実行力を有し、投
資先企業の経営改善や企業価値向
上に寄与。現在は監査役として監督
機能強化に取り組んでいる。

代表取締役・CEO・社長執行役員
堀　哲朗

東京エレクトロンにて法務・経営戦
略・CFO等の要職を歴任し、企業経
営の中枢を担う。経営戦略や法務・
知財に関する高い専門性に加え、米
国シリコンバレーにおける駐在経験
や多くのM&Aおよび事業計画策定
等の広範囲な実務経験とグローバ
ル経営の実績を有する。

取締役
池内　省五

リクルートホールディングスにて経
営企画やグローバル戦略を推進し、
執行役員・専務執行役員として事業
成長に貢献。アジア事業や人事戦略
などを含め、幅広い事業領域のマネ
ジメント経験を有する。現在は複数
社の社外取締役も兼務し、経営全般
への助言を行う。

取締役
板橋　理

ボストンコンサルティンググループな
どを経て、JICキャピタルにて投資マ
ネジメントを担う。産業革新機構（現
INCJ）では投資戦略立案に携わるな
ど、企業投資・産業再編に関する知
見が深い。現在もAstemoなど複数
企業の社外取締役としてガバナンス
に関与。

社外取締役
石川　隆利

富士フイルムで CDMO事業やライ
フサイエンス事業を統括し、同社副
社長やホールディングス取締役を歴
任。製薬・バイオ・エレクトロニクス材
料に関する深い見識と実務経験を有
する。現在はコンサルティング会社
にて幅広い産業領域への支援を行っ
ている。

社外取締役
平野　正雄

マッキンゼー日本支社長、カーライル
日本共同代表を経て、現在は早稲田
大学ビジネススクール教授。経営戦
略、投資、ガバナンスに関する幅広い
実務と学術の知見を有し、複数の上
場企業の社外取締役やアドバイザー
を務める。経営監督と人的資本経営
に強み。

詳細は、当社WEBサイトをご覧ください。
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上席執行役員
（電子材料事業、

次世代研究DS/MI等担当）
木村　徹

電子材料事業ならびに次世代研究を
管掌し、半導体材料市場に向けた事業
推進を担当。デジタル化社会の更なる
発展に貢献。

常務執行役員
（製造、調達・物流、環境・安全、

品質保証、生産技術、
合成樹脂事業担当）

髙橋　成治
製造部門を含むサプライチェーン全体
を統括。JSR株式会社四日市工場長。

上席執行役員
（ライフサイエンス事業）  

ティム　ローリー
JSR Life Sciences、LLC社 長、KBI 
Biopharma, Inc. 取 締 役 社 長 兼
CEO、Selexis SA 取締役社長を兼務
し、グローバルなライフサイエンス事
業の戦略と運営を統括。

上席執行役員
（ディスプレイソリューション・

 オプティカルソリューション）
脇山　恵介

ディスプレイソリューションおよびオプ
ティカルソリューション事業を統括。市
場の中心である中国に駐在中。

上席執行役員
（法務、コンプライアンス、総務担当）

立花　市子
JSRグループの法務・コンプライアンス
体制を統括し、企業価値向上に向けた
取り組みを推進。

上席執行役員
（社長室、事業創出、
次世代研究（LS）担当）

吉本　豊
社長室および新規事業開発を担当。イ
ノベーション創出と中長期成長の実現
に向けた活動を推進。

上席執行役員（サステナビリティ推進、
グローバル人事（CHRO）、
ダイバーシティ推進担当）

安江　令子
人事・ダイバーシティ・サステナビリティ
戦略を統括。経営戦略・事業戦略と人
財戦略の融合を推進し、人的資本経営
と企業文化の改革を推進。

執行役員
（経理、財務、広報担当）

江本　賢一
経理・財務・広報部門での経験を活か
し、資源配分、財務ガバナンス、資金調
達、社内外のステークホルダーとの対
話を通じ企業価値向上に貢献。

執行役員（システム戦略、
サイバーセキュリティ統括、デジタル
トランスフォーメーション推進担当）

山本　健太郎
全社DX推進およびサイバーセキュリ
ティ体制の強化とグローバルな ITイ
ンフラ整備を担う。デジタル技術を積
極的に活用し競争力強化とサステナブ
ルな企業変革を支えている。

詳細は、当社WEBサイトをご覧ください。
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コンプライアンス

 企業倫理推進活動と推進体制
　JSRグループでは、コンプライアンス担当役員を委員長

とする企業倫理委員会が中心となり、国内外のグループ

各社が一体となった企業倫理活動の推進を図っています。

「JSRグループ企業倫理要綱」の浸透、「企業倫理意識調査」

による企業倫理上の課題の把握と改善、「企業倫理ホット

ライン」の設置と適切な運用などに取り組んでいます。

　また、同委員会が、グループ全体の法令遵守への取り組

みの推進も担っています。

 企業倫理ホットライン（内部通報制度）

　JSRグループでは、「企業倫理ホットライン」として、当社や

グループ企業各社の企業倫理委員会を窓口とする「社内ホッ

トライン」、社外の弁護士や専門機関を窓口とする「社外ホッ

トライン」、および当社グループとの取引のある企業・個人が

利用できる「取引先ホットライン」の3種類を設置しています。

 企業倫理要綱と企業倫理意識調査
　JSRグループでは、グローバル共通の行動規範を定めた

「JSRグループ企業倫理要綱」を制定しています。これは、

ステークホルダーへの責任を果たしながら企業活動を展

開するために、各社の役員と従業員（社員、嘱託社員、契約

社員、パート社員、派遣社員）の一人ひとりが遵守すべき行

 法令遵守への取り組み
JSRグループ各社は法令遵守の体制の基礎となる法令

遵守規程を定めています。そのうえで、法令遵守を確実に

するため、遵法状況の確認および改善を定期的に実施し、

また、法務教育により法令内容の周知・啓発やコンプライ

アンス意識の浸透を図っています。

贈収賄防止、不正競争防止への取り組みについては、日

本だけでなく米国や英国その他の関連法令を遵守するた

めに必要な事項を定めた方針や規程を制定しています。そ

して、贈収賄防止についてはグローバルなイニシアティブ

に参画しています。

また税務については、各国・地域の税制を遵守すること

が企業の果たすべき重要な役割の一つであることを理解し、

移転価格税制・タックスヘイブン対策税制含め、各国の法

令に則った適正な納税に取り組んでいます。

上記以外にも、個人情報保護、生命倫理、公的研究費の

管理・監査体制および研究活動における不正行為に対する

取り組みや医療機関等との関係の透明性に関する情報公

開など、多岐にわたる分野でコンプライアンス体制を整備

しています。詳細はサステナビリティサイトにてご確認い

ただけます。

基本的な考え方

ステークホルダーと良好な関係を築き、信頼され、

必要とされる企業市民となることを目指していま

す。法令を遵守することは当然のこととして、経営

方針「ステークホルダーへの責任」を果たすため

に企業倫理を実践します。

JSR レポート 2025

JSRグループ ホットラインの利用状況（件数）

2023

9

2021

15

2022

11

2024

43

（年度）2020

26

動規範です。JSRグループでは、国内外グループ各社の役員・

従業員を対象に企業倫理意識調査を毎年行うことで、行動

規範の遵守状況などの企業倫理上の課題の把握と改善に

努めています。

　なお2024年に発覚した経営幹部による経費不正使用につ

いては、厳しい処分を含む是正措置を実行するとともに、再

発防止策として経営幹部に対する経費申請・承認手続きの

厳格化、および経費モニタリング体制の強化を図っています。

※2024年度からグローバルでの集計を実施

詳細は、サステナビリティサイトをご参照ください。

https://www.jsr.co.jp/sustainability/governance/compliance.shtml
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リスクマネジメント

 リスクマネジメント体制
　JSRグループでは、サステナビリティ推進会議の傘下に

リスク管理委員会を設置し、当該委員会が当社グループに

おいて顕在化あるいは潜在化している重大なリスクを包括

的に管理する体制を取っています。

　リスク管理委員会は、重大なリスクの特定を主導すると

ともに、関連する担当各部門が行う、当該リスクへの対応

方針の策定およびリスクマネジメント計画の立案・実行を

支援することで、当社グループのリスク管理を推進してい

ます。特定された重大リスクについては、対応策の進捗状

況をサステナビリティ推進会議および取締役会に報告して

います。

 リスクマネジメントの取り組み

 情報セキュリティへの取り組み
　JSRグループでは「情報セキュリティ方針」を定め、従業

員への周知を徹底することで情報の適正管理に努めてい

ます。また実際の被害を想定した訓練も行っており、2024

年はサイバー攻撃への対応訓練を実施したことに加え、

これらの脅威に対するガイドラインを作成しました。

　JSRグループは、リスク管理委員会の主導で国内外の全

事業部門からリスクを洗い出し、経営層の視点も加えた

包括的なリスク管理を実施しています。リスクは影響度と

発生頻度で評価され、「JSRグループ重要リスク」に対して

は主管部門が対策を立案・実行し、その進捗を委員会が

随時確認しています。

　また、「JSRグループ リスク管理規程」にて、平時および

有事におけるBCM ／ BCPの統括組織や運用体制、BCP

の発動・解除の基準を定めています。

　大地震や津波に備え、高圧ガス設備の耐震強化などの

安全対策や各種の防災訓練を計画的に実施しているほか、

安否確認や感染症対策など災害時の安全確保および、被害

抑制と事業継続のための備えをしています。

 リスクの洗い出しと
　 重要リスクの選定
　JSRグループでは、リスク管理委員会主導のもと、グルー

プ企業を含む国内外全部門において、定期的にリスクの

洗い出しを行っています。全部門からのボトムアップによる

オペレーション上のリスク洗い出しに加えて、経営層による

経営戦略および事業継続の基盤に関わるリスク洗い出し

を合わせることで、潜在化している重大なリスクを含めた、

包括的なリスク管理に努めています。

　洗い出されたリスクは、リスクマップの活用により経営

への影響度と発生頻度の観点から区分され、特に事業継続

に大きな影響を及ぼす可能性があるリスクを「JSRグループ

重要リスク」と位置付けています。このうえで、それぞれの

重要リスクへの対策立案と実行を主導する主管部門を定

め、リスク管理委員会が適宜その進捗状況を確認すること

で、リスク管理を行っています。

　また、リスクマネジメントシステムを内部統制システムの

一部としており、内部統制システムの執行状況は、逐次、

取締役会に報告されています。JSRの経営監査室が、会社

法および金融商品取引法で要求されるJSRグループ全体

の内部統制の整備・運用状況を継続的に確認・評価し、

現存する業務上のリスクが許容レベル以下に保たれるよ

うに図っています。さらに、グループ全体の内部統制水準の

維持・強化に努め、業務の適正かつ効率的な遂行を確保

するために内部監査を実施しています。

基本的な考え方

JSRグループは、重大な危機の発生を未然に防ぐ

こと、および万一重大な危機が発生した場合に

事業活動への影響を最小限に留めることを経営

の重要課題と位置づけ、この課題へ対応するため、

「JSRグループ リスク管理規程」を定め、「リスク

管理委員会」が中心となってリスクマネジメント

に取り組んでいます。

詳細は、リスクマネジメントをご参照ください。

https://www.jsr.co.jp/sustainability/governance/riskmanagement.shtml
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デジタルソリューション事業 合成樹脂事業 ライフサイエンス事業
売上高 2,157億円（前年同期比 ＋28％） 933億円（前年同期比 ＋1％） 809億円（前年同期比 −38％）

コア営業利益 431億円（前年同期比 ＋113％） 13億円（前年同期比 −13％） −387億円（前年同期比 N/A）

主要な会社

●●JSR　　　●●JSRマイクロ九州㈱　　　●●JSR Micro, Inc.　　　●●JSR Micro N.V.　　　
●●Inpria Corporation　　　●●JSR Electronic Materials Korea Co., Ltd.
●●JSR Electronic Materials Taiwan Co., Ltd.
●●JSR Electronic Materials (Shaghai) Co., Ltd.　　　●●ヤマナカヒューテック㈱
●●JSR (Shanghai) Co., Ltd.　　　●●JSR Micro (Changshu) Co., Ltd.
●●JSR Micro Korea Co., Ltd.　　　●●JSR Micro Taiwan Co., Ltd.　　
●●JSR ARTON製造株式会社

●●テクノUMG㈱
●●日本カラリング㈱

●●JSR
●●KBI Biopharma,Inc.
●●Crown Bioscience International
●●JSR North America Holdings, Inc.
●●JSR Life Sciences, LLC

従業員数 2,843名 1,131名 3,285名

2024年度の
振返り

電子材料事業
2024年度は好調に推移しました。半導体需要全般
は汎用分野で力強さに欠けましたが、AI向けを含め
た先端分野の需要は極めて旺盛でした。
JSRは半導体製造に関連する幅広い工程をカバー
する製品群を有しています。2024年度は最先端ユー
ザーに採用実績のあるALDプリカーサーを展開する
企業を買収し、製品ポートフォリオの拡充を図りました。

ディスプレイソリューション事業、
オプティカルソリューション事業
一時的な調整局面があったものの、2024年度を通じ
需要環境は良好に推移しました。
両事業の主力製品である、LCD用配向膜・絶縁膜、
モバイルOLED用材料、位相差フィルム用樹脂、およ
びスマートフォンカメラ用光学フィルターなどの拡販
が順調に進みました。

合成樹脂事業は国内自動車業界や産業資材分野に
おいて需要が低迷しました。
しかし、そのような環境下においても、採算性の改善
に取り組むとともに、新たな用途分野の開拓を推進
しました。

ライフサイエンス事業は2024年度も減益となり、引き
続き構造改革の途上にあります。
米国ノースカロライナ州に新設したCDMO工場で
は、品質上の課題への対応として2024年度下期に
完全稼働停止を決定し、修繕および製造プロセスの
改善に集中しました。
その結果、売上が大幅に減少し、業績にも大きく影
響を及ぼしました。

業績の推移

  

当期のパフォーマンス
 2024年度の概況※

※株式会社医学生物学研究所、JSRライフサイエンス株式会社を2025年10月1日付で株式会社トクヤマへ譲渡致しました。
※2025年3月31日時点
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電子材料事業

 2024年度の振返り
　2024年度は、前年の半導体市場の低迷を脱し、AI向け

需要の高まりに牽引されて売上収益・利益ともに過去最

高を記録しました。年初は低調でしたが、販売網の強化や

製造能力の増強といった以前からの取り組みが実を結び、

供給力や品質面で顧客の期待に応えることができました。

 中長期の戦略
　今後の5〜10年を見据え、JSRは半導体材料領域におい

て、製品領域の拡張と技術競争力の深化を通じた持続的

成長を目指します。リソグラフィー材料を中心に、CMP、洗

浄、実装、ALDなどの工程に対応する高機能材料を展開し、

プロセスの複雑化、高度化に応えるソリューションを提供

しています。次世代パッケージ材料やPFASフリー化学品＊１と

いった課題にも積極的に取り組んでいます。こうした先端

材料の継続的な市場投入を支えるのは、市場に対する深

い理解と、高分子化学にとどまらず理論・データ科学や有

機・無機化学など幅広いサイエンスを常に更新し挑戦し続

けている姿勢です。また、オングストローム精度や pptレ

ベル＊2の不純物管理が求められる先端製造において、分

AIのさらなる発展と社会への浸透が進む中、それを支える先端半
導体の進化を、私たちは材料開発と市場導入を通じて実現します。
社会の進歩とJSR電子材料事業の成長が、共に動機づけ合う関係
となることを目指します。

売上計画

上席執行役員
木村 徹

 強みと事業環境認識
  事業の強み
■ 製品展開力:リソグラフィー材料や洗浄材などを幅広く提供
■ 統合型体制:開発から供給まで一貫運営
■ 科学力と挑戦:多分野の知で革新を継続
■ 先端品の開発力:EUVなど次世代材料を創出
■ 成長への方針:既存と新分野で成長を加速

  事業環境認識
■ 構造的成長:AI進展により、半導体需要が増加中
■ 市場規模の拡大:2030年に140兆円超が見込まれる
■ 製造要求の高度化:微細化で高精度管理が必須に
■ 持続可能性の要請:環境配慮型製品への期待が増大
■ 製品多様化の必要性:新技術に応じた材料開発が重要

 主要な製品の紹介

ALD/
CVD材料

先端実装材料リソグラフィー
材料

子設計から品質担保、製造、原材料

の安定調達までを統合したバリュー

チェーンで、高信頼な供給体制を実

現しています。半導体市場の活気を

全社文化に昇華させ、コーポレート

部門にも浸透させ、全社で事業を支える体制を築きます。

プロセス材料

2024
年度

2030
年度（計画）

2023
年度

CAGR over10%

リソグラフィー
材料

売上高構成

2030
年度（計画）

プロセス材料、
先端実装材料

プロセス材料、
先端実装材料、
ALD/CVD材料

2023
年度

リソグラフィー
材料

＊1　�環境中に長く残り分解されにくい「PFAS（有機フッ素化合物）」を
意図的に含んでいない化学品

＊2　�濃度が1パート・パー・トリリオン（parts per trillion, 10のマイ
ナス12乗）であることを指し、例えるとオリンピック公式プール約
1,000個分の水に砂糖1粒を溶かした程度の極めて微量の濃度
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中長期での戦略・取り組みについて
 成長戦略

半導体市場の進化を支える中核材料企業としての挑戦

当社が事業を展開する半導体市場は、AIを中心とした

次世代技術の進展を背景に、データトラフィックの急拡大

とともに構造的な成長を続けています。世界の半導体市場

規模は2022年に60兆円を突破し、2030年には140兆円

超に達するとの見通しが示されています。

JSRはこの成長市場において、リソグラフィー材料を中

核とし、CMPスラリー、機能洗浄材、ヘテロジニアス・イン

ターコネクトに対応する実装材料など、最先端製造に不可

欠な高機能材料を幅広く提供しています。これにより、顧

客のプロセス革新を支援しながら、当社自身の持続的な事

業成長を実現しています。

さらに、微細化・複雑化が加速するデバイス製造の要求

に応えるべく、プリカーサーや高機能基板材料といった新

分野への展開を進めるとともに、製品ポートフォリオの高

度化と技術的競争力の強化に注力しています。半導体製造

では、オングストロームレベルの寸法精度やpptレベルの

不純物管理といった極限の制御が求められます。これに応

えるには、分子設計段階からの品質担保、高精度な製造・

工程管理、原材料の選定・安定供給体制が不可欠であり、

当社は研究開発から製造、品質保証、営業、調達、ロジス

ティクスまで一気通貫で統合されたバリューチェーンを構

築しています。

JSR レポート 2025

こうした先端材料の継続的な市場投入を支えるのは、市

場に対する深い理解と、高分子技術にとどまらず理論科学

や分子設計など幅広いサイエンスを常に更新し挑戦し続

けている姿勢です。

EUVレジストや感光性絶縁膜、さらには環境対応を見

据えたPFASフリー材料といった先端製品の開発を通じ、

顧客の期待と社会的要請の双方に応えています。

今後5〜10年を見据え、当社は中核製品であるリソグラ

フィー材料、CMP スラリー、機能洗浄材、実装材料のグ

ローバルシェア拡大と、新規分野であるプリカーサーや高

機能基板材料の事業育成を両輪として、年平均10% 以上

の成長を目指します。

半導体市場のダイナミズムを全社の活力に転換し、事業・

技術部門に加え、コーポレート部門も一体となって成長を

支える体制を築いてまいります。

また、エネルギー効率化や環境負荷低減といったサステ

ナビリティ課題にも真正面から取り組み、PFASフリー製

品や、AIと人間の共存を支える高機能材料など、社会課題

の解決に資する価値を創出していきます。JSRは「サイエン

スによる価値創造」を基軸に、半導体産業の進化と持続可

能な社会の実現に貢献してまいります。
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ディスプレイソリューション事業、オプティカルソリューション事業
「ディスプレイ・光学部品業界にイノベーティブなソリューションを提供し、

デジタル社会に貢献する」というミッションのもと、ディスプレイソリュー
ション事業においては「ディスプレイ材料市場におけるリーディングカン
パニーの地位を堅持する」こと、オプティカルソリューション事業にお
いては「樹脂・フィルム開発・加工技術を中核に光学部品市場でのゲーム
チェンジャーとなる」こと、をビジョンとして事業運営を進めています。

 強みと事業環境認識
  事業の強み
■ 高シェア製品の保有と幅広い製品ラインナップ
■ 市場・顧客ニーズに対応した
	 営業・開発・製造体制と事業インフラ
■ �高分子技術、加工技術をベースに培った
	 ソリューション提供力、高い品質競争力

  事業環境認識
■ TVの大画面化やIT/スマートフォンの高機能化に加え、

車載用途、パブリックディスプレイ用途、AI 対応などのア
プリケーション拡大や、省エネ・PFAS フリーといった環
境対応に牽引され、デジタル社会に必要不可欠な製品と
して、ディスプレイ材料市場・光学部品材料市場は継続的
に拡大します。両事業における主要な事業環境認識は次
の通りです。

 主要な製品の紹介

LCD材料 耐熱透明樹脂 
ARTON®

OLED材料 ARTON®
光学フィルター

TS
P

Film

O
LE
D

Polariser

LTPC

TFE

ILD

TS
P

C
oE

Film

O
LE
D

LEM

BM

Low-k TFE

LTPC

OILD

PLN/PDL

新規構造従来構造

Glass/Film

Glass/Film

 ディスプレイソリューション事業

モバイル向けOLED材料

　ディスプレイパネル市場は引き続き中国が中心となる

見通しです（中国比率＝2020年度：55％→2029年度：

78%）。また、ディスプレイパネル面積市場規模は中長期的

にもLCDが主流を維持することが見込まれています（LCD

比率＝2020年度：95％→2029年度：90%）。今後高成長が

期待されるフレキシブルOLEDパネルは、スマートフォン向

けに加えてIT用途への搭載が本格化します。加えて、省エネ、

薄型化、フォルダブル、アンダーディスプレイカメラ（UDC）、

PFASフリーといったニーズ拡張に伴い、パネルの構造変革

が進展中であり、高機能材料需要の拡大が期待されています。

　TV大画面化に伴い、TAC（トリアセチルセルロース）より、

光学特性・耐吸湿性に優れるCOP（シクロオレフィンポリ

マー）製位相差フィルムの需要が近年急増しています。また、

スマートフォン市場においては、カメラ高性能化に伴うセン

サーサイズの大型化により、樹脂製フィルターニーズがさ

らに拡大する見通しです。光学関連材料市場においては、

今後スマートフォン顔認証・車載・ウェアラブル・AR/VRな

どの様々なアプリケーションで、センシング用フィルター需

要の拡大が期待されています。

 2024年度の振返り
　ディスプレイソリューション事業は、事業再編 （韓国・台湾

市場でのカラーフィルター材料事業撤退、台湾製造工場閉鎖、

中国市場の事業インフラ強化）を通じ、事業の選択と集中を

実行してきました。LCD材料については、主力の中国市場に

おいて、配向膜・絶縁膜などの競争力のある製品を中心に拡

販を進めました。また成長市場であるフレキシブルOLED用

材料については、LCD材料で培った事業インフラと低温硬

化等のコア技術を活かし、韓国 ・中国市場で拡販を進めま

した。この結果、売上高と営業利益は前期を上回りました。

　オプティカルソリューション事業は、TV大画面化に伴う

位相差フィルム向けARTON®樹脂の需要拡大に加え、ス

マートフォンカメラ用光学フィルター（NIR※1）で、より高

機能な新規戦略製品の有償販売を開始したことにより、

対前年で収益性が大幅に改善しました。

上席執行役員
脇山 恵介

※1 Near InfraRed(近赤外線カットフィルター )

 オプティカルソリューション事業
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 中長期の戦略

　ディスプレイソリューション事業とオプティカルソリュー

ション事業の、高いシェアを持つ製品群と幅広い製品ライ

ンナップにより、現在日々製造されているディスプレイパネ

ルの2台に1台に、JSRが開発・製造・販売した何らかの材

料が搭載されています。我々は、世界中の多くの消費者の

手にJSR製品をお届けしている、という誇りと責任感を持ち、

ONE TEAMでミッションとビジョンの達成に向けて邁進

していきます。

　各事業の戦略については以下の通りです。

 ディスプレイソリューション事業
　中国事業インフラ強化：ディスプレイパネルの中心であ

る中国市場において、顧客対応と意思決定の迅速化を目的

に四つの現地化※2を進めてきました。引き続きVOCの把

握とソリューションの早期提供、および顧客とのエンゲー

ジメント強化に努めます。

　LCD材料成長戦略：中長期的にパネル面積の主流を占

めるLCD材料においても成長戦略を推進します。当社は

LCDパネル製造プロセスの主要3工程である、アレイ工程

（絶縁膜）、カラーフィルター工程（保護膜）、セル工程（配

向膜）において、各材料ともに50％を超える高いシェアを

有しています。強固な事業インフラに加え、ソリューション

提供力と高い品質競争力、加えて低温プロセス材料・PFAS

フリー材料展開や、台湾で進めている配向膜リサイクル

事業などの、Eco-Friendlyなソリューション提供によ

り、シェア拡大に取り組みます。さらに顧客から要請の高い、

光IPS用配向膜の本格参入を推進します。

　OLED材料成長戦略：フレキシブルOLEDパネルの構造

変化に対応した高機能材料需要が今後大きく拡大します。

LCD材料で培った事業インフラと、絶縁膜や低温材料技術

などの差別化技術を活用し、OLED材料市場においても韓

国・中国市場においてNO.1の地位獲得を目指します。既に

低温絶縁膜、光取り出し材料でシェアNO.1を獲得しており、

低誘電薄膜封止材料、高透過・PFASフリーバンク材料/平

坦化材料などでポートフォリオ拡大を目指します。

 オプティカルソリューション事業
　ARTON®樹脂成長戦略：急増するCOP位相差フィル

ム需要に応えるため、ARTON®樹脂の生産能力拡大に

注力します。また、ARTON®樹脂の直接の顧客である位

相差フィルムメーカー、ディスプレイソリューション事業で

強固な関係を構築してきたパネルメーカー、および当社と

の協業によるシナジー発現を推進し、最適な業界サプライ

チェーンの構築に寄与していきます。

　スマートフォンカメラ用光学フィルター成長戦略：当社は

世界で唯一、高品質な樹脂製フィルターを量産供給できるメー

カーであり、競合となるガラス製フィルターに対して、薄さ・軽

さ・割れにくさ、などの特性が顧客に評価され、韓国・中国の

大手スマートフォンブランドで採用が進んでいます。今後も高

機能化が求められるスマートフォンカメラ用NIR市場におい

て、差別化できる原材料から最終製品までの全工程に係るフィ

ルム開発・加工技術をコアコンピタンスとし、光学部品市場に

おけるゲームチェンジャーとなることを目指します。

　センシング用光学フィルター成長戦略：拡大するセンシ

ング用フィルター市場に向けて、複数の顧客と各種テーマ

が具体化しています。樹脂およびフィルム開発・加工技術を

生かし、センシング市場への本格参入を実行し、ARTON®

樹脂、スマートフォンカメラ用NIRに続く、オプティカル
ソリューション事業の第三の柱に育成します。

※2 ①事業HQの上海移管・②営業現地化（上海HQに加え、北京・重慶・成都・
合肥・福州・深圳・広州に8つの営業拠点を設置）・③製造現地化（LCD/
OLED材料の主力製造拠点である韓国・九州拠点に加えて、2018年より
中国・常熟で現地生産を開始）・④技術サービス現地化（上海にラボを設置
し、中国人R&D員による中国語でのF to F技術ディスカッション、パネル
不良分析、共同実験 & 共同研究など幅広いサービスを提供）。

※ARTON、アートンはJSR株式会社の登録商標です。

売上高推移

2022
0

500

DIS＋OPT売上高推移（億円）

2023 2024 2025 2026 20282027 2029 （年度）

■DIS　■OPT

※2025-2029年度まで「会社計画」
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合成樹脂事業
当社が国内トップシェアを誇るABS樹脂は、原料の組み合わせを変える
ことで新たな機能を持つ素材へと進化させることができます。
私たちは、これらを「AXS樹脂」と呼んでいます。これから、お客様の潜在的
なニーズや困りごとに貢献できる革新的な高付加価値の「AXS樹脂」を
創出し、新市場の開拓と脱炭素などの社会課題解決に貢献していきます。

JSR レポート 2025

上席執行役員
山脇 一公

 主要な製品の紹介

ABS系樹脂

【用途】 自動車部品や電気器
具、建材部品

めっき用材料
PLATZON®

【用途】 ステアリングホイール
等自動車内装のめっき加飾部
品など

きしみ音低減材料 
HUSHLLOY®

【用途】 カーナビパネル、カッ
プホルダーなど

高発色・高外観材料 
VIVILLOY®

【用途】 ラジエーターグリル等
自動車外装部品など

 強みと事業環境認識
  事業の強み
■ 国内No.1 ABS樹脂メーカー
	� 国内トップクラスのABS樹脂メーカーであったテク

ノポリマーとUMG ABSの統合によって誕生
■ グローバル販売・供給体制
	� 中国、アジア、北米、欧州に6カ所の拠点を構え、30カ

国+、約700社へ販売。強固な顧客基盤
	� 多彩なグレードバリエーションにより、多種多様な

用途に展開
■ �独自技術による高付加価値製品・サステナビリティ

製品の開発力
	 差別化技術、マーケティング力を活かした製品開発

  事業環境認識
■ 中国自動車メーカーとインドでの中高級車種
	 ラインナップ増による高機能樹脂の需要増
■ 自動車の電動化(EV、PHEV)の進展による
	 静音・軽量化ニーズの高まり
■ �ロボティクス等の新たなアプリケーションの伸長に

よる新市場開拓の機会増
■ カーボンニュートラル、環境負荷軽減ニーズの高まり

 2024年度の振返り
　当部門の2024年度の業績は、国内自動車生産の減少に

加え、中国やASEANでの日系自動車メーカーの生産減少、

国内産業資材分野の需要低迷の影響を受け、減収減益と

なりました。かかる中、将来の成長に向けて、海外営業拠点

の拡充や高付加価値製品の拡販を強化し、原料価格の高

騰、労務費や物流費のコストアップに対応した販売価格の

改定を進めました。

 中長期の戦略
　事業環境の変化に対応し、基盤強化と同時に、戦略製品

を中心とした高付加価値製品の拡販、自動車・産業資材分

野での顧客ポートフォリオ拡大、新市場開拓により、持続的

な成長を目指します。

1 高付加価値製品の拡販
 戦略製品：HUSHLLOY®VIVILLOY®PLATZON®

	 (既存品 + 新機能付加品)
 新製品群：快適素材、サステナビリティ対応製品 等　　

2 顧客ポートフォリオ拡大
 中国系自動車メーカー　  北米建材市場
 インド市場

3 新市場開拓
 ロボティクス関連分野:

　 サービスロボット、協働ロボット等

成
長
戦
略

基
盤
強
化

 コスト構造の最適化
 DX推進による業務改革と新たな価値創造
 カーボンニュートラルに向けた対応

※山脇は2025年6月末をもって上席執行役員およびテクノUMG社長を
　退任しました。
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　テクノUMGの新社長として、長い

歴史と多様な技術基盤をもつABS

事業のかじ取りを任されたことに

責任を感じると共に、大きな可能

性も感じています。新中期経営計

画では、高付加価値製品への集中

と需給構造の変化に即した生産

最適化により、事業基盤を強化していきます。成長市場に

おける顧客ポートフォリオの拡大と、新たな用途開発を通

じて、企業価値の向上を実現していきます。

売上計画

中長期での戦略・取り組みについて
 成長戦略

機能性樹脂とグローバル展開で飛躍へ

 顧客ポートフォリオの拡大

　当社（テクノUMG）は2025年度より新たな中期経営計

画を始動し、成長戦略と基盤強化を両軸に据えて企業価

値の向上に取り組んでいます。成長市場での挑戦と収益性

最大化を目指したコスト構造の最適化を着実に進め、未来

につながる企業価値を創出していきます。

 戦略製品の強化
　ABS樹脂を取り巻く環境は、価格競争の激化やグローバ

ルな需給バランスの崩れといった大きな変化の中にあります。

こうした中で、価格以外の価値で選ばれる製品づくりを進め

ており、制振性・防音性・制電性などを備えたHUSHLLOY®

やVIVILLOY®、PLATZON®の戦略三製品（高付加価値製

品）の展開を強化していきます。また、2024年度時点で約

10%であるこれら製品の売上比率を、2030年には15%まで

高めることを目標に掲げています。加えてR&D部門では「良

触感材」のような新たな機能性材料の開発を進めており、

ユーザーと共に新たな価値を創造していきます。

　顧客基盤の拡大においては、中国の天津および重慶に

新たに駐在員事務所を設け、ローカルEVメーカーとの接

点を深めています。さらに、今後の成長が期待されるイン

ド市場への営業拠点新設を予定しています。高級車志向

の高まりを背景に、当社の機能性樹脂への需要は着実に

広がりつつあります。

　また、北米においては、規模で自動車市場を上回る建材

市場をターゲットにポートフォリオ拡大を戦略的に進めて

います。熱蓄積を抑えた材料や木目調、高発色の樹脂など、

競争力のある製品を揃え、市場浸透を図るための努力を続

けています。

 脱炭素社会に向けての取り組み
　JSRグループは、Scope 2における温室効果ガス排出量

を2030年までに2018年比で40%削減する目標を掲げ、

バーチャル PPAの活用や天然ガスシステムの導入を進め

ています。さらに、ポストコンシューマリサイクル（PCR）材

やオープンリサイクルのポリカーボネートを採用した製品

開発も加速しています。欧州ELV規制にも対応できるよう、

再生技術の検証も始めています。
 新市場の開拓

　新市場の開拓では、ロボティクス分野への展開が進行中

です。工場の自動化、配膳・介護・協働ロボット、ドローンと

いった分野で、人との接触に配慮した柔軟性の高い樹脂や、

静音性、制振性、耐汚性といった特性が求められており、既

に複数の案件でトライアルが始まっています。当社の多品

種少量・高精度対応力は、複雑なサプライチェーンを持つ

この市場でも大きな強みとなります。

　一方で、コスト構造最適化の一環として、汎用系樹脂の

一部ラインの合理化を進めており、生産最適化と収益力向

上を目指していきます。

JSR レポート 2025

 7月1日に就任した新社長からのメッセージ

2025 2026 2027 2028 2029 2030

■ベース事業　■高付加価値製品の拡販
■顧客ポートフォリオ拡大　■新市場の開拓

テクノUMGのポジション

一般ABS系樹脂、高付加価値製品
（HUSHLLOY®、VIVILLOY®、

PLATZON®など）

アプリケーション
自動車、家電製品 etc.

自動車業界（内装部品、外装部品）
その他メーカー

（家電製品、建材部品など）

Our
Business

Our
Customers

テクノUMG株式会社
代表取締役社長

石井 敦

（年度）
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ライフサイエンス事業

当社ライフサイエンス事業は、技術的卓越性と規制対応力を基盤に、
差別化されたCDMO、CRO、BPMの機能を通じて付加価値を提供
しています。

JSR レポート 2025

上席執行役員
ティム ローリー

 主要な製品の紹介   CRO事業の強み
■ �世界最大級のPDX（患者由来異種移植）モデル群と

先進的なオルガノイドプラットフォームを基盤に、が
ん創薬でのマーケットリーダーとしての地位を確立

■ �実験データをインシリコ（コンピュータ）モデルに統
合し、予測精度を高めるとともに、開発期間の短縮を
実現

  事業環境認識
■ 世界的な高齢化に伴う医療製品需要の拡大
■ 精密医療の進展による治療パラダイムの変革
■ �データとテクノロジーの活用による、創薬・開発の加

速と効率化
■ �モダリティや技術基盤の枠を超えた急速かつ継続的

な技術革新
■ �開発はグローバル、製造は各国で行う体制が、スピー

ド・コスト・規制適合の面で重要な戦略として台頭

  BPM事業の強み
■ �マテリアル製造と品質保証におけるJSRの伝統を活

かし、顧客ニーズに最適化した高付加価値ソリュー
ションを提供

 振り返りと中長期の戦略
FY2022の前半は、FRBによる急速な利上げを背景に、

バイオ医薬品・バイオテック業界全体が減速し、当初想定

していた売上拡大は制約を受けました。当社はこうした厳

しい事業環境に対応するため、組織の最適化を進めるとと

もに、業務効率化および財務基盤の健全性確保に注力して

きました。

CDMO事業においては、新商用生産拠点の立ち上げや原

材料管理体制の強化など、オペレーション上の課題に直面

しましたが、顧客ニーズの高度化および規制要件の厳格化

へ対応するため、ワークフロー改善、品質管理の強化、部門

横断的な連携推進といった取り組みを体系的に実施。これ

により、持続的な事業運営を支える基盤を強化いたしました。

国内における公衆衛生活動では、グループ会社 MBLが

COVID-19抗原迅速検査キットを安定供給し、社会的責務

を果たしました。一方で、技術・製品開発の分野においても

顕著な進展を遂げています。CDMO事業では微生物製造

における生産性向上を実現する革新的技術「PUREcoli」を

開発。CRO 事業では従来の PDxに加えてオルガノイドや

EVPTなどin vitroプラットフォームを拡充。BPM 事業で

は高性能Protein Aクロマトグラフィー樹脂「A+」を上市す

るなど、新たなソリューションを市場に提供いたしました。

総括すると、当社は外部環境の逆風を克服しながら、オ

ペレーション強化とともに重要な技術革新および新製品

投入を実現することができました。これらの成果は、ライフ

サイエンス事業の競争力を高めるとともに、次期中期経営

計画における持続的成長の重要なドライバーとなるものと

考えています。

 強みと事業環境認識
  CDMO事業における強み
■ �製薬企業が求める医薬品開発・製造プロセス全体を、

単一のパートナーであるCDMOが一貫して支援
■ �哺乳類・微生物プラットフォームでの確かな実績
　（細胞株開発/プロセス設計/GMP生産）
■ �規制当局承認施設 × グローバル商用生産での豊富な

実績
■ �深い技術的知見により、複雑なバイオ医薬品開発を

高精度かつ安定して再現

CRO
医薬品の開発受託

CDMO
バイオ医薬品の開発・

製造受託

BPM
バイオプロセス材料

本ページの記載内容は2024年通期の実績および情報に基
づいており、当時のIVD・IVDM・BPMを含みます。なお、
IVD・IVDM事業は2025年10月に株式会社トクヤマへ譲
渡致しました。また、BPM事業は2025年10月にMerckへ
事業譲渡する契約を締結しました。
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財務・非財務サマリ―

日本基準（GAAP） 2015年度 2016年度
売上高 ¥ 386,709 ¥ 390,599
営業費用 △352,301 △358,228
営業利益 34,408 32,370
受取利息・受取配当金 1,380 1,369
支払利息 △527 △699

税金等調整前当期純利益 27,367 38,327
親会社の株主に帰属する当期純利益 24,069 30,078
資本的支出 24,276 31,785
減価償却費及び償却費 18,508 14,676

会計年度末の会計状況
資産合計 516,360 576,016
長期借入金 22,249 38,381
負債合計 154,006 199,302
純資産 353,145 361,394
流動比率（倍） 2.7 2.5
ROA（%）＊2 4.6 5.5
ROE（%）＊3 6.8 8.4
自己資本比率（%） 68.4 62.7

1株当たりデータ（円）
1株当たり当期純利益 ¥105.87 ¥134.43
1株当たり配当金（年間） 50.00 50.00
1株当たり純資産 1,565.45 1,624.14

国際会計基準（IFRS）＊1 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度
売上収益 ¥ 388,455 ¥ 421,930 ¥ 495,354 ¥ 471,967 ¥ 312,000 ¥ 340,997 ¥ 408,880 ¥ 404,631 ¥ 405,020
営業収益•費用 △352,512 △378,360 △450,093 △439,083 △277,767 △297,237 △379,510 △400,982 △450,871
営業利益 35,943 43,569 45,261 32,884 34,233 43,760 29,370 3,649 △209,146
金融収益 3,045 3,659 2,499 1,929 822 3,415 3,523 2,579 5,201
金融費用 △694 △1,022 △1,352 △2,184 △1,744 △1,655 △3,047 △6,352 △30,756
税引前当期利益 38,294 46,206 46,408 32,629 33,310 45,521 29,846 △124 △234,702
親会社の所有者に帰属する当期利益 30,243 33,230 31,116 22,604 △55,155 37,303 15,784 △5,551 △217,513
資本的支出 31,377 42,408 35,981 45,880 40,188 41,851 44,218 31,595 28,403
減価償却費及び償却費 14,793 16,973 21,790 26,343 19,074 22,482 28,425 33,514 52,727

会計年度末の会計状況 　 　
資産合計 578,484 647,699 691,435 677,713 672,773 809,371 717,511 771,355 1,142,060
社債及び借入金（非流動負債） 38,381 53,456 50,777 52,684 81,406 48,737 95,683 81,465 478,568
負債合計 202,120 236,084 251,075 240,301 302,036 394,631 336,576 368,911 772,380
親会社の所有者に帰属する持分 361,889 393,499 401,998 396,793 333,995 376,011 355,526 375,794 338,594
流動比率（倍） 2.5 2.3 1.97 2.05 1.95 1.52 1.65 1.44 1.56
ROA（%）＊2 5.5 5.4 4.7 3.3 △8.2 2.1 3.9 △0.0 △20.6
ROE（%）＊3 8.5 8.8 7.8 5.7 △15.1 10.5 4.3 △1.5 △64.2
親会社所有者帰属持分比率（%） 62.6 60.8 58.1 58.5 49.6 46.5 49.5 48.7 29.6

1株当たりデータ（円） 　 　
基本的1株当たり当期利益 ¥135.17 ¥149.32 ¥140.62 ¥104.38  ¥△256.73 ¥173.49 ¥75.56 ¥△26.74 ¥△2,318.33
1株当たり配当金（年間） 50.00 50.00 60.00 60.00 60.00 70.00 70.00 0.00 -
1株当たり親会社所有者帰属持分 1626.36 1767.81 1823.69 1848.01 1554.17 1748.25 1712.67 1809.87 3,311.67

＊ 1　当社グループは2017年度から国際会計基準（IFRS）を適用しています。				  
＊ 2　ROA=日本基準では総資産利益率、IFRSでは資産合計親会社所有者帰属当期利益率			 
＊ 3　ROE=日本基準では自己資本当期純利益率、IFRSでは親会社所有者帰属持分当期利益率			 
※ 2021年度よりエラストマー事業を非継続事業に分類しています。2020年度は、一部を組み替えて表示しています。	

（百万円）財務情報
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財務・非財務サマリ―
非財務情報
環境 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

エネルギー使用量（生産量原単位） ※1 0.32 0.29 0.32 0.32 0.31
温室効果ガス排出量（Scope1+2） ※2 240 230 214 220 197
廃棄物量（最終埋め立て量） ※3 0.1%以下 0.1%以下 0.1%以下 0.1%以下 0.1%以下

社会（労働関連） 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度
労働災害発生件数 休業災害（4日以上）※4 4（*） 3 4 4 4
連結従業員数（名）※5 9,383 9,696 7,994 7,997 7,645
地域別従業員比率（%）　日本※5 57 53 46 45 48
　アジア（日本除く）※5 21 21 19 18 17
　アメリカ※5 18 20 29 28 27
　ヨーロッパ※5 4 6 7 9 8
女性比率（%）※6 17 29 34 34 33
平均勤続年数　合計 13.8 13.9 14.1 14.5 14.5
　男性 13.6 13.8 13.9 14.3 15.1
　女性　　　　 14.7 14.6 14.8 15.2 14.6
レイオフ（人） 0 0 0 0 0
1人当たり総労働時間（h） 1,903 1,921 1,821 1,818 1,827
1人当たり時間外労働時間（h） 148 158 185 181 183
年次有給休暇の取得率（%）※7 81 87.4 88.8 91.1 84.1
平均年間給与（千円）※8 7,360 7,446 8,290 8,238 8,327
労働者の男女の賃金の差異（%）※9 - - 71.9 73.6 74.9

社会（教育研修） 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度
1人当たり総研修時間（h/人）※10 12.4 10.1 8.3 19.1 17.4
1人当たり教育研修費総額（円/人）※10 32,900 35,148 47,616 48,979 40,799

社会（ダイバーシティ） 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度
女性管理職比率（%）※11 4.2 4.7 5.8 6.3 6.9
　同　JSRグループ - - 22.0 22.0 22.7
障がい者雇用率（%） 2.34 2.24 2.47 2.77 2.69

社会（ワークライフマネジメント） 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度
育児休業制度利用者数※12 - -  140  116 129
　女※12 - - 28 34 35
　男※12 - - 112 82 94
男性育児休業制度取得率（%） 50.9 72.7 81.3 89.2 85.5

（育児との両立）短時間勤務制度利用者数 ※13 119 122 103 86 84
（介護との両立）短時間勤務制度利用者数 2 1 2 4 4
グローバル従業員エンゲージメント調査回答率（%）※5 - 82 89 83 86

ガバナンス 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度
独立社外取締役比率（%） 33 44 44 44 -
女性取締役比率（%） 11 11 11 11 -
日本人以外の取締役比率（%） 11 22 22 22 17

※1	 JSRグループ、単位 :（原油換算 kL/トン）									       
※2	 JSRグループ、単位 :（千トン-CO2e）									       
※3	 JSR株式会社、国内グループ企業									       
※4	 暦年、JSRグループ、（*）死亡事故一件を含む									       
※5	 JSRグループ									       
※6	 2021年度より、集計範囲を連結対象会社に変更									       
※7　	出向者を含む									       
※8	 平均年間給与は、賞与および基準外賃金を含む									       
※9	 正規労働者、非正規労働者すべてを含み、出向者を出向元の従業員として集計									       
※10	 本研修時間、研修費は人事部門主催で実施した技術・技能研修、階層別教育等を集計しているため、人事部門以外が実施した教育ならびに各部門独自の教育、社外教育等の時間、費用および eラーニングによる教育時間、費用は含まれていない
※11	 各年度末時点、出向者を含む（2024年度より年度末の値に変更、過去分も遡及修正）									       
※12	 JSR株式会社および国内グループ企業　育児休業に準ずる休業を取得した人数を記載（過去分も遡及修正）									       
※13	 妊娠中の制度利用者を含む人数									       
　　
記載の無いものはJSR株式会社

JSR レポート 2025
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JSRは仕事と介護を両立できる職場環境の整備促進の
ためのシンボルマーク「トモニン」を取得しています。
JSRは厚生労働省が定める仕事と介護を両立できる職
場環境の整備促進のためのシンボルマーク（愛称：トモニ
ン）を活用し、JSRにおける取り組みをアピールするとと
もに、仕事と介護を両立しながら継続的に活躍できる環
境づくりを進めています。

 くるみん
JSRは2007年8月、2012年4月、2023年10
月に、JSRマイクロ九州は2017年5月に子育
てサポート企業として厚生労働大臣の認定
を受け、次世代認定マーク（愛称：「くるみん」）
を取得しました。
さらに、JSRは2023年10月に、より高い水準の取り組みを行っている優良な
子育て支援企業が受けられる特例認定「プラチナくるみん」を取得しました。
本認定は、2020年度～2022年度の行動計画（次世代支援育成対策支援法
に基づき公表した行動計画）の目標達成状況や、研修などの各種施策内容を
評価された結果です。行動計画では男性従業員の育休取得率を30％以上に
することを数値目標としていましたが、2022年度の実績は81.3％に達しまし
た。これは2022年度の男性育休取得率の全国平均17.1％を大きく上回る数
値となっています。加えて、JSRの女性従業員の育休取得率は100％となって
おり、男性・女性問わず、仕事と育児の両立に対する意識が高まった結果、育
休を取得することが当たり前になりつつあります。また、育児に関する取り組
みだけでなく、経営基幹職（管理職）向けの研修や従業員の社外研修派遣など、
多様で柔軟な働き方ができる風土の醸成やキャリア支援を目的として、多種
多様な取り組みを整備してきたことも評価されました。

会社概要 社外からの評価・認証（2025年3月31日現在）

事業所一覧

社名

設立年月日

創立年月日

資本金

売上収益

連結従業員数

企業ウェブサイト

本社

〒105-8640
東京都港区東新橋1-9-2　
汐留住友ビル

四日市工場

〒510-8552
三重県四日市市川尻町100

RDテクノロジー・デジタル変革センター
精密電子開発センター
ディスプレイソリューション開発センター
オプティカルソリューション開発室 

〒510-8552
三重県四日市市川尻町100

JSR・慶應義塾大学
医学化学イノベーションセンター（JKiC）

〒160-8582
東京都新宿区信濃町35

JSR Bioscience and informatics
R&D center（JSR BiRD）

〒210-0821
神奈川県川崎市川崎区殿町3-103-9

JSR株式会社（JSR Corporation）

2023年6月15日

1957年12月10日

16,300百万円

4,050億円（2025年3月期）

7,645名（2025年3月31日現在）

https://www.jsr.co.jp

JSRグループはサプライチェーンにおける環境と社会に
関する評価サービスを提供するEcovadisの2024年度
評価において、ブロンズを受賞しています。

JSR Micro, Inc.（米国）は、サニーベール市より、グリーンビジネス認定を受
けました。この認定は、環境の持続可能性と責任あるビジネス慣行に対する
コミットメントを証明しています。

全世界の企業を対象に調査を行い、企業が「気候変動」
および「水セキュリティ」への対応に関する評価について
ともにB評価に認定されました。

JSRは、ダイバーシティ&インクルージョンに取り組む国
内企業を認定する D&I AWARD 2024（主催：株式会社
JobRainbow）において、３年連続で最上位の「ベストワー
クプレイス」ランクに認定されました（2025年2月12日）。
この認定は、日本国内だけでなく世界的にも高い水準で
D&I推進に取り組むD&I先進カンパニーで、D&Iの企業文化の醸成はもちろん
のこと、社員一人ひとりがD&I推進を担う個として積極的に活動している企業に
与えられます。

JSRグループ各社が経済産業省の「健康経営優良法人」
に認定されています。

●  健康経営優良法人2025ネクストブライト1000
　（中小規模法人部門）
・JSRマイクロ九州株式会社

●  健康経営優良法人2025（中小規模法人部門）
・JSR健康保険組合
・JSRロジスティクス＆カスタマーセンター株式会社
・日本カラリング株式会社

●  健康経営優良法人2025（大規模法人部門）
・JSR株式会社

会社概要、社外からの評価・認証

 Ecovadis

 グリーンビジネス認定

 CDP

 健康経営優良法人

 D&I AWARD

 トモニン

詳細は、当社WEBサイトをご覧ください。

https://www.jsr.co.jp/sustainability/outside/index.shtml



